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西脇市 住生活基本計画 
西脇らしい豊かな暮らしを実現する住まいづくり



 

はじめに 
 
 

平成17年に、地理的・歴史的にもつながりが深く、様々な面で一体的な圏域を

形成してきた西脇市と黒田庄町が合併し、新西脇市が誕生しました。 

これを受け、平成19年には市の最上位計画である西脇市総合計画を策定し、本

市の将来都市像「人輝き 未来広がる 田園協奏都市」の実現を目指した取組を

進めているところです。 

この計画では、市民の皆様の生活基盤であると共に、社会的資産でもある住宅

に関する施策を総合的に進めていくため、「西脇らしい豊かな暮らしを実現する

住まいづくり」を基本理念として、リフォームの促進や住宅のセーフティネット、

まちなか居住の促進など、基本的な施策の体系を整理した「西脇市住生活基本計

画」を策定いたしました。 

この計画に位置づけられた様々な施策等は、西脇市における人口の定着や少子

高齢化社会への対応、中心市街地の活性化など、多くの市民の生活に密着した効

果が期待されるものであり、市としても計画の推進に積極的に取り組んでいきた

いと考えております。 

今後、計画の推進に当たりましては、行政の努力はもちろん市民の皆様との協

働が不可欠であると考えておりますので、今後も引き続き市民の皆様の御協力、

御支援を賜りますようお願い申し上げます。 

最後になりましたが、住生活基本計画の策定に当たり、貴重な御意見、御提言

をいただきました市民の皆様をはじめ、関係機関の方々に心から感謝とお礼を申

し上げます。 

 

平成22年３月 

 
 

                 西脇市長 來 住 壽 一  
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第１章 計画策定に当たって 

１ 計画策定の社会的な背景 

住生活基本法が平成18年６月に公布・施行され、住宅の「量の確保」を図るこれまでの住宅

建設計画法に基づく政策から、住環境を含めた住宅ストックの「質の向上」への政策転換を図

る新たな枠組みが示された。 

国及び兵庫県では、「住生活基本法」に基づく「住生活基本計画」をそれぞれ策定し、地域

の住宅施策は住宅ストックの質の向上、少子化対策に資する居住環境の整備、高齢者・障害者

等住宅困窮者の居住の安定、公営住宅のあり方等、諸課題を踏まえ、行政、事業者、居住者の

連携と協力のもとで施策を推進すべきことが示されている。 

地域における多様な居住ニーズに的確に対応した施策を展開していくため、より地域に密着

した市町村においても住生活基本計画を策定することが望まれている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図－１ 住生活基本法の概要】 

 国民の豊かな住生活の実現を図るため、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策につい

て、その基本理念、国等の責務、住生活基本計画の策定その他の基本となる事項について定める。

住宅建設五箇年計画（S41 年度より 8 次にわたり策定：8 次計画は H17 年度で終了）

●5 年ごとの公営・公庫・公団住宅の建設戸数目標を位置づけ 

 

『
量
』
か
ら
『
質
』
へ 

社会経済情勢の著しい変化 

■住宅ストックの量の充足 
■本格的な少子高齢化と人口・世帯減少 等 

新たな住宅政策への転換 

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策 

●安全・安心で良質な住宅ストック・居住環境の形成 
●住宅の取引の適正化、流通の円滑化のための住宅市場の環境整備 
●住宅困窮者に対する住宅セーフティネットの構築 

『現在及び将来の国民の住生
活の基盤である良質な住宅
の供給』など基本理念を定め
る。 

基本理念 

国、地方公共団体、住宅関
連事業者、居住者など関係
者それぞれの責務を定め
る。 

責務 

国、地方公共団体は、住生
活の安定の確保及び向上の
促進のために必要な施策を
講ずる。 

基本的施策 

住生活基本計画の策定

●住生活の安定の確保及び向上の促進に関するアウトカム目標の設定 
●成果指標を位置づけ（耐震化率、バリアフリー化率、省エネ化率、住宅性能表示実施率など） 

 
 
●施策の基本的方針 
●全国的見地からの目標・施策

●政策評価の実施 

全国計画  
 
●都道府県内における施策の基本的方針 
●地域特性に応じた目標・施策 
●公営住宅の供給目標 

都道府県計画 

全国計画に

即して策定 
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２ 策定の目的 

住宅は、市民の生活の場であると共に、個人的な資産でもある。また、街並みや住環境を構

成するまちづくりの要素として、また市場を通じて循環する社会的資産としても、その役割を

担っている。 

特に、人口減少や少子高齢化が進む西脇市において、住生活基本計画を策定する上で、市民

が安心して住み続けることのできる住宅・住環境を形成し、適切な維持管理の推進と福祉や環

境、まちづくりなど、多様な分野との連携を図りながら、市民の「住生活」の質を高めるよう

な施策展開を行っていくことが重要である。 

本計画は、西脇市における住宅事情や市民の暮らしを取り巻く様々な状況やまちの特性に応

じた住宅・まちづくりの方向性を検討し、国及び兵庫県の住生活基本計画との整合性を図りな

がら、市民の住生活の安定・向上のための施策を、総合的かつ計画的に推進するため、西脇市

にふさわしい住宅、住環境の実現に向けた住宅施策に係る基本的な考え方を定め、西脇市総合

計画に整合した指針を策定することを目的としている。 

 

３ 計画の位置づけ 

本計画は、国の住生活基本計画及び兵庫県住生活基本計画を踏まえ、西脇市総合計画の住

宅・住環境に関する部門別計画として位置づけ策定する。 

また、都市計画マスタープランなどの関連計画との整合性を図りつつ、西脇市における住

宅・住環境施策の方向性を定めるものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 計画の期間 

住生活基本計画は、平成22年度から平成31年度までの10年間を計画期間として策定する。 

 

 

住生活基本計画 

（全国計画） 

兵庫県住生活基本計画 

 

西脇市総合計画 西脇市都市計画 

マスタープラン 

平成18年度～27年度 平成18年度～27年度 平成19～30年度 目標年次：平成30年

 

住生活基本計画(全国計画) 

兵庫県住生活基本計画 

西脇市住生活基本計画 

西脇市総合計画 

都市計画マスタープラン

など関連計画 

【図－２ 西脇市住生活基本計画の位置づけ】 

【表－１ 上位・関連計画の計画期間】 
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第２章 上位・関連計画の整理 

 

１ 住生活基本計画（全国計画）の概要  

住生活基本法により、平成18年度から27年度までを計画期間として、住生活基本計画（全国

計画）が定められている。下記にその概要を掲載する。 

 

 
【住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策についての基本的な方針】 
 
①住宅の位置づけと住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の意義 

住宅は個人の私的生活の場であるだけでなく、豊かな地域社会を形成する重要な要素である。 

よって、住生活の安定の確保及び向上のための施策は、社会の持続的発展及び安定を図る上で重要で

あり、総合的かつ計画的に推進すべきである。 

国民の居住ニーズが多様化しており、豊かな住生活は市場において実現されることを基本とする。公

共の役割は市場が適切に機能するための環境整備と誘導・補完を行うことにある。 

 

②豊かな住生活を実現するための条件 
豊かな住生活を実現するためには、以下の視点が不可欠である。 

「国民の多様な居住ニーズを満たす安全・安心で良質な住宅を適時・適切に選択できる住宅市場が形

成されること」 

「市場において自力では適切な住宅を確保することが困難な者に対する住宅セーフティネットが構築

されていること」 

 

③住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策についての横断的視点 
①及び②を踏まえ、以下4つの横断的な視点を基本として、目標の達成に向けた施策を総合的かつ計画

的に推進する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）ストック重視の施策展開 

住宅のストックが量的に充足し、環境問題や資源・

エネルギー問題がますます深刻化する中で、これまで

の「住宅を作っては壊す」社会から「いいものを作っ

て、きちんと手入れして、長く大切に使う」社会へと

移行することが重要である。このような観点から、既

存住宅ストック及び新規に供給される住宅ストックの

質を高めるとともに、適切に維持管理されたストック

が市場において循環利用される環境を整備することを

重視した施策を展開する。 

 

２）市場重視の施策展開 

多様化・高度化する国民の居住ニーズに的確に対応

するには、市場による対応が最も効果的である。この

ため、市場における適正な取引を阻害する要因を除去

し、その機能が適切に発揮される健全な市場の形成を

図るとともに、住宅関連事業者に比べて専門的知識や

経験の少ない消費者の利益の擁護及び増進を図ること

に留意しつつ、市場における法令の遵守を徹底した上

で、可能な限り市場機能の活用を図ることを重視した

施策を展開する。 
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【住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標並びにその達成のために必要な基本的な施策】 
 

下表のように４つの分野ごとの施策が掲げられている。 

これらの分野を横断する施策として、国民一人ひとりが住宅の品質又は性能やその維持管理、

リフォーム等に関する必要な知識を有し、市場において適切な選択を行うとともに、地域にお

ける良好な居住環境の形成に関して積極的な役割を果たしていくこと等が可能となるよう、教

育活動、広報活動等を推進する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

３）関連する施策分野との連携による総合的

な施策展開 

１及び２で述べたとおり、住宅は国民が人生の大半

を過ごす基盤であり、その生活にとって欠くことので

きないものである。このような住宅において営まれる

住生活を豊かなものとするため、まちづくり施策、福

祉施策、環境・エネルギー施策、防災施策等の国民生

活に深く関わる施策分野との密接な連携を進めること

により、総合的に施策を展開する。 

 

４）地域の実情を踏まえたきめ細かな施策展開

地域の自然、歴史、文化その他社会経済の特性に応

じた多様な居住ニーズに的確に対応するためには、地

域の実情を最もよく把握している地方公共団体が主役

となって、総合的かつきめ細かな施策展開が図られる

ことが必要である。このため、地方公共団体による施

策の実施を支援するとともに、従来にも増して地域に

密着した施策展開を図る観点から、地方公共団体とま

ちづくり等に主体的に取り組む地域住民の団体、ＮＰ

Ｏ、民間事業者等との連携の促進を図る。 



西脇市住生活基本計画 

 5

２ 住生活基本計画（兵庫県計画）の概要 

住生活基本計画（全国計画）により、住生活基本計画（兵庫県計画）が平成19年３月に定め

られている。 

住生活基本計画では、下記のように７つの戦略と10の重点プログラムが位置づけされている。 

 
 
 
 
 



西脇市住生活基本計画 
 

 6

３ 西脇市総合計画の概要 

西脇市では、平成19年９月に「西脇市総合計画」を策定している。 
 

■主要課題と求められる方向性 

  健康で安心して暮らせるまちの創造 
  産業の振興と経済基盤の強化 
  未来をひらく人材の育成と共生社会の創造 
  市民の安全を守るまちづくりの推進 
  定住促進に資する快適な生活環境の整備 
  自然との共生と循環型社会の構築 
  協働による地域自治（ローカル・ガバナンス）の実現 
  効果的・効率的な行政経営の推進 
 

■都市像 

人輝き 未来広がる 田園協奏都市 
 

■将来像 

いのちいきいき 自然きらきら 共生のまち にしわき 
～市民が主役！地域が主体！次世代につなぐ ふるさとの創造～ 

 
■都市経営の基本方針 

〈市の使命〉 
・ 安心できる暮らしを保障する行政本来の役割を担う。 
・ 市民起点の効果的・効率的な行政経営を実践する。 
・ 行政活動への市民の参画を進め、協働を実践する。 
・ 市民活動への支援を行い、市民の力、地域の力を高める。 
〈市民に期待される役割〉 
・ 自己実現・自己向上に努め、自立する。 
・ 地域社会へ貢献し、相互扶助・連帯感を形成する。 
・ 市政に関心を持ち、行政活動や新しい公共に参画する。 
 

■分野別の展望 

ともに支え合い、笑顔輝くあたたかなまち 
産業が元気！活力とにぎわいあふれるまち 
こころ豊かな人が育ち、いきいきと活躍できるまち 
暮らしの安全を守り、安心が実感できるまち 
快適な暮らしを支える生活基盤が充実したまち 
持続可能な循環型社会を築き、人と自然が共生するまち 
多様な主体による地域自治が確立したまち 
時代に対応した行政経営が確立したまち 
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■計画フレーム 

 
 

 
平成12年 

（実績値）

平成17年 

（実績値）

平成22年 

（推計値）

平成27年 

（推計値）

平成32年 

（推計値）

総人口（人） 45,718 43,953 41,788 39,297 36,597 

 

【土地利用の基本方針】 

  自然環境と都市環境の調和のとれた発展を促すため、無秩序な開発を抑制し、

秩序ある土地利用を進めます。 
  「市街化区域」では、用途の純化や秩序ある用途の共存により、都市機能を明

確化し、コンパクトで快適な市街地形成に努めます。 
  「市街化調整区域」では、無秩序な開発を抑制する一方、これまでの規制によ

って人口減少や地域が持っている資源や特性の低下が進む地域においては、地域

のまちづくりと一体となった土地利用を図っていくことが必要なことから、地域

住民とともに「特別指定区域制度」などの活用についての協議を進めます。 
  農地・山林については、農林業の生産基盤や緑地資源として不可欠なものであ

ることから、無秩序な開発を防ぎ、その維持・保全に努める一方、新たな農業施

策等の導入を図り、積極的な環境整備に努めます。 
  工業については、市街化区域内において大規模な工場を誘致するために、必要

な用地の確保が困難なことから、企業誘致の受け皿として市街化調整区域に産業

誘致地区を指定し、積極的な産業の集積を図ります。 
 

■将来都市構造 

 

 

区分 構成要素 都市構造形成の方針 

広域連携軸 

広域交通網であるＪＲ加古川線、国道 175

号、国道 427号などの道路網の整備を進め、

利便性を向上させることにより、人・もの・

経済・情報などの流れを活発にし、広域的な

連携と交流の促進を図ります。 

都市軸 

地域間連携軸 

県道黒田庄多井田線をはじめ、広域連携軸に

準じる本市の各地区や近隣市町を結ぶ道路網

の整備を進めることにより、地域間の連携と

交流を一層強化するとともに、広域連携軸と

のネットワーク化を図り、本市の一体的な発

展を促進します。 

ゾーニング 
自然環境保全 

ゾーン 

うるおいある暮らしを支える豊かな森林や水

辺環境、多様な生態系などの自然資源を保

全・育成し、後世へ継承していくとともに、

市民が親しみやすい環境整備を進めることに

より、人と自然が健やかに共生できるゾーン

の形成を図ります。 

【表－２ 総合計画による推計人口】 

【表－３ 総合計画による将来都市構造】 
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区分 構成要素 都市構造形成の方針 

田園環境・農地保

全ゾーン 

良好な農村集落の住環境と豊かな田園風景を

維持しつつ、優良農地の保全や遊休地・耕作

放棄地の改善を進めることにより、農業や畜

産業の持続的発展を目指した生産環境が整っ

たゾーンの形成を図ります。 

都市機能 

ゾーン 

本市の中心部に集積する商業基盤や地場産業

の充実を図り、市のにぎわいと活力を生み出

す産業の振興に努めるとともに、都市機能を

コンパクトに集約し、市の核となるゾーンの

形成を図ります。 

産業誘導 

ゾーン 

広域的な交流や流通に適した立地を生かし、

計画的・戦略的に産業機能の誘導に努め、本

市の新たな魅力や活力を生み出すゾーンの形

成を図ります。 

 

居住環境保全 

ゾーン 

良好な自然環境や農村環境の恩恵を受けつ

つ、近接している都市的機能が享受できる環

境づくりを進め、だれもが住みたい、住み続

けたいと思う居住ゾーンの形成を図ります。 

 

【図―３ 総合計画による将来都市構造図】 

ゾーニング 
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第３章 西脇市の住宅を取り巻く現況 

 

１ 人口動向 

 
（１）人口及び世帯数 

平成17年国勢調査によると、人口は43,953人で、世帯数は14,680世帯となっている。 

経年的にみると、人口は昭和60年の約47,000人をピークに減少傾向にあり、近年は

急激に人口減少が進んでおり、兵庫県全体や北播磨地域の人口の増減指数と比較して

もその傾向は顕著である。 
世帯数は増加傾向がみられ、核家族化や少子化の進行がうかがえるが、近年は鈍化

している。兵庫県全体、北播磨地域はともに世帯数の増減指数は右肩上がりで伸びて

いる。 
年齢３区分別人口をみると、年少人口の減少、老年人口の増加が顕著であり、典型

的な少子高齢化の進行がみられる。特に、老年人口は県平均（20.2％）を大きく上回

っており、深刻な高齢化の状況にあるといえる。 

地区別の人口の変化をみると、総じて減少傾向にあることがわかるが、特に日野町

（▲24.1％）、蒲江（▲24.0％）、上戸田（▲23.1％）などの減少が大きい。また、旧

黒田庄町においては、旧市街地に位置する前坂（▲12.2％）、喜多（▲ 9.5％）の減

少が目立つ。 
 

 
   【表－４ 人口・世帯数の推移と増減率など】 

    

区分 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

総人口（人） 46,889 46,220 46,339 45,718 43,953

増減率 － -1.4% 0.3% -1.3% -3.9%

年 年少人口（人） 10,240 8,553 7,723 7,224 6,567

齢 割合 21.8% 18.5% 16.7% 15.8% 14.9%

別 生産年齢人口（人） 30,928 30,906 30,520 29,073 26,865

人 割合 66.0% 66.9% 65.9% 63.6% 61.1%

口 老年人口（人） 5,721 6,761 8,096 9,407 10,519

割合 12.2% 14.6% 17.5% 20.6% 23.9%

世帯数（世帯） 12,698 13,007 13,880 14,657 14,680

増減率 － 2.4% 6.7% 5.6% 0.2%

1世帯当たり人員（人） 3.69 3.55 3.34 3.12 2.99

（国勢調査）

※　総人口は年齢「不詳」を含む。  
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【図―４ 人口及び世帯数の推移】          【図―５ 年齢 3 区分別人口】

【図―６ 人口の増減指数】         【図―７ 世帯の増減指数】
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（２）世帯規模など 
世帯人数を経年的にみると徐々に１人、２人の比率が高くなってきており、３人以

上の世帯は減少してきている。 
家族類型別に見ると、単独世帯と夫婦のみ世帯が増加してきており、夫婦と子供な

どの核家族世帯は減少してきている。 
高齢者のいる世帯の推移をみると、徐々に増加してきており、特に、高齢単身世帯、

高齢夫婦世帯の増加が顕著である。 
 
 

【表―５ 世帯人数別世帯比率の推移】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図―９ 世帯人数別世帯比率の推移】 
 

【表―６ 家族類型別世帯比率と高齢者のいる世帯など】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年
1990年 1995年 2000年 2005年

1人 1,501 1,987 2,491 2,925
2人 2,257 2,776 3,160 3,974
3人 2,121 2,209 2,443 2,772
4人 2,263 2,148 2,047 2,478
5人以上 2,866 2,637 2,280 2,507

総数 11,008 11,757 12,421 14,656
（国勢調査） 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年
1990年 1995年 2000年 2005年

夫婦のみ 1,767 2,174 2,501 3,092
夫婦と子供 3,897 3,743 3,685 4,060
片親と子供 672 765 852 1,176
その他の親族世帯 3,165 3,067 2,882 3,379
非親族世帯 6 21 10 24
単独世帯 1,501 1,987 2,491 2,925
総数 11,008 11,757 12,421 14,656

高齢者のいる世帯 4,875 5,629 6,412 7,086
高齢単身 509 673 962 1,177
高齢夫婦 729 924 1,279 1,727
その他の同居世帯 3,637 4,032 4,171 4,182

（国勢調査） 
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【図―１０ 家族類型別世帯比率の推移】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図―１１ 高齢者のいる世帯数の推移】 
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（３）通勤・通学流動 
平成17年国勢調査より、主な通勤・通学流動の状況をみると、市北部方面では、多

可郡（現多可町）からの流入が多く流出を上回っている。一方、丹波市との流出・流

入も比較的多い。 
また、加西市や小野市、滝野町・社町（現加東市）とのつながりも強いが、流出傾

向が強くみられる。 
全体としては流入超過となっており、周辺市町からの求心力があるまちであること

が言える。 
         

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図―１２ 主な流出入の状況】 
（平成17年国勢調査） 

【表―７ 流出入人口の推移】 
 
 

 
（国勢調査） 

平成12年 平成17年

流入人口 8,190 8,634

流出人口 7,373 7,666

流出入の差 817 968
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（４）人口動態 
転出入人口の動向を見ると、社会減の状況が続いており、近年では、年間 200～ 

250人が転出超過の状態である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図―１３ 西脇市の転出入人口の推移】 
 （西脇市統計書） 

【表―８ 西脇市の転出入人口の推移】 
 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平均

転入人口 1,330 1,383 1,351 1,212 1,242 1,198 1,199 1,226 1,406 1,340 1,289
転出人口 -1,335 -1,489 -1,503 -1,448 -1,462 -1,434 -1,451 -1,470 -1,542 -1,576 -1,471
社会増減 ▲ 5 ▲ 106 ▲ 152 ▲ 236 ▲ 220 ▲ 236 ▲ 252 ▲ 244 ▲ 136 ▲ 236 ▲ 182
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２ 住宅ストックの状況 

 
（１）住宅の所有関係・建て方 

住宅の所有関係の比率を見ると、持家率が78.1％となっている。 

居住水準を見ると、最低居住水準未満比率は、平成15年で 4.8％（ 590世帯）とな

っており、その多くが借家世帯（ 470世帯）である。誘導居住水準以上の世帯比率が

全体の６割を占めている。 
 

 
【表―９ 住宅所有関係別世帯数の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  【図―１４ 住宅所有関係別世帯数の推移】 
 
 
 
 
 
 

 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年
1990年 1995年 2000年 2005年

持家 9,783 10,129 10,637 11031
借家 2,992 3,343 3,451 3,087

公営・公団・公社の借家 1,474 1,306 1,310 1262
民営借家 1,213 1,556 1,683 1523
給与住宅 305 481 458 302

（国勢調査） 

76.6%

75.2%

75.5%

78.1%

65.3%

62.8%

11.5%

9.7%

9.3%

8.9%

9.7%

6.7%

9.5%

11.5%

11.9%

10.8%

22.1%

27.3%

2.8%

3.2%

2.4%

3.6%

3.3%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成2年

平成7年

平成12年

平成17年

平成17年

(兵庫県）

平成17年

(全国）

持家 公営・公団・公社の借家 民営借家 給与住宅



西脇市住生活基本計画 
 

 16

（２）住宅の規模 
住宅の所有関係別の住宅規模を見ると、公的賃貸住宅以外の住宅については、その

規模が拡大傾向となっている。 
平成17年の持家の平均延べ面積は 159.1㎡となっているが、借家の面積は40～60㎡

台と持家と比べると規模が小さい。 
 

   【表―１０ 住宅所有関係別延べ面積・一人当たり面積の推移（単位：㎡）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
           【図―１５ 住宅所有関係別延べ面積の推移】 

 
 

（国勢調査） 

※ 平成２～12 年の西脇市数値は旧西脇市のみ、黒田庄町数値は旧黒田庄町のみ。

平成 17年の西脇市数値は合併後。 
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（３）居住水準 
居住水準を見ると、最低居住水準未満比率は、平成15年で 4.8％（ 590世帯）とな

っており、その多くが借家世帯（ 470世帯）である。 

誘導居住水準以上の世帯比率が全体の６割を占めている。 
 
 

  【表―１１ 居住水準別世帯数の推移】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

【図―１６ 居住水準別世帯数の推移】 
 

（住宅・土地統計調査）
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平成15年
(兵庫県）

平成15年
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全体 最低居住水準未満 3.9% 4.8% 3.9% 4.4%
最低居住水準～誘導居住水準未満 42.7% 34.5% 39.2% 40.9%
誘導居住水準以上 53.4% 60.7% 56.9% 54.8%

持家 最低居住水準未満 0.6% 1.3% 1.1% 1.1%
最低居住水準～誘導居住水準未満 33.7% 27.2% 32.4% 32.9%
誘導居住水準以上 65.7% 71.4% 66.5% 66.0%

借家 最低居住水準未満 14.1% 14.4% 9.1% 10.0%
最低居住水準～誘導居住水準未満 70.7% 54.9% 51.9% 54.4%
誘導居住水準以上 15.2% 30.7% 39.0% 35.6%
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（４）住宅の築年数 
住宅の築年別の世帯数を見ると、昭和35年以前、昭和46～55年、平成８～12年の３

つの年代で多くなっていることがわかる。その傾向はほぼ持家ストックの状況によっ

ている。 

また、耐震基準が変更された昭和55年を区切りにそのストック量を比較すると、ほ

ぼ半数が耐震性能に課題のある可能性がある昭和55年以前の建物であることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    【図―１７ 建築年別の所有関係別世帯数の状況】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     【図―１８ 昭和５５年前後別の所有関係別世帯数の状況】 

（住宅・土地統計調査）
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（５）高齢者のいる世帯の住宅ストックの状況 
持家では、高齢者のいる世帯の５割以上が高齢者対応の設備を設けているが、借家

では２割を切っている。 
高齢者対応の設備としては、「手すりの設置」が最も多く、次いで「またぎやすい

浴槽」「車椅子通行可能な廊下」となっている。 
 

 
【表―１２ 高齢者のいる世帯の住宅における高齢者対応の設備の状況】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  【図―１９ 高齢者のいる世帯の住宅における高齢者対応の設備の有無】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      【図―２０ 高齢者のいる世帯の住宅における所有関係別高齢者対応の設備の整備状況】 
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（６）持家の増改築実施の状況 
持家における増改築の実施状況を見ると、1年当たり 360戸（持家世帯全体の約

3.9％）が増改築を実施している。 

その内訳を見ると、トイレを増改築した世帯が最も多く、１年当たり 263戸（持家

全体の 2.9％）が増改築している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図―２１ 平成11年～15年の間で増改築した持家数（１年当たり換算）】 
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３ 住宅フローの状況 

 
（１）新設住宅着工戸数 

昭和63年から平成18年の住宅種類別の新設住宅着工戸数の推移をみると、直近の５

年間は着工戸数が増加傾向にあり、平成18年には合計戸数が 373戸となっている。 
その内訳を見ると、持家、貸家の着工戸数が近年増加しており、特に貸家の着工戸

数の伸びが顕著である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図―２２ 住宅種類別新設住宅着工戸数】 
 
 

（２）新設住宅の規模 
昭和63年から平成18年までの住宅種類別の一戸当たり床面積の推移を見ると、持家

の床面積が最も大きく、 150㎡前後で一定している。 

また、貸家の床面積が最も小さく、概ね50㎡前後で一定している。 

分譲住宅の床面積については、概ね 100㎡前後で一定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

S

6

3

H

1

H

2

H

3

H

4

H

5

H

6

H

7

H

8

H

9

H

1

0

H

1

1

H

1

2

H

1

3

H

1

4

H

1

5

H

1

6

H

1

7

H

1

8

（
戸

）

計

持家

貸家

給与住宅

分譲住宅

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

S

6

3

H

1

H

2

H

3

H

4

H

5

H

6

H

7

H

8

H

9

H

1

0

H

1

1

H

1

2

H

1

3

H

1

4

H

1

5

H

1

6

H

1

7

H

1

8

（
㎡

/
戸

）

計

持家

貸家

給与住宅

分譲住宅

【図―２３ 住宅種類別新設住宅 一戸当たり床面積】 

（建築統計年報） 
※旧西脇市のみのデータ

（建築統計年報） 
※旧西脇市のみのデータ



西脇市住生活基本計画 
 

 22

第４章 市民意向調査の整理・分析 

１ アンケート調査の概要 

（１）調査の目的 
西脇市の住生活基本計画及び都市計画マスタープランの策定に当たって、市民が普段暮

らしている西脇市のまちや住環境に対してどのように考えている等についての意見をうか

がい、住み良いまちづくりに向けた取組に対する市民の参加意向等を把握することを目的

に実施した。 
また、住生活基本計画に関しては、定住を進めるに当たっての必要な視点を把握するた

め、別途、市外転出者に対するアンケートを実施した。 
 
（２）対象者の抽出 

市民アンケート（都市計画マスタープラン及び住生活基本計画共通）： 

住民基本台帳より18歳以上の市民から無作為に抽出した 2,000人 

転出者アンケート（住生活のみ）： 

市外への転出者 200人 

 
   【表―１３ アンケート調査の配布・回収内訳】 

 市民アンケート 転出者アンケート 
配布数 2,000 200 

有効配布数 1,987 185 

有効回収数 1,076 39 

有効回収率 54.2％ 21.1％ 

 
（３）調査方法 

    郵送配布、郵送回収（督促状あり） 
 
（４）調査時期 

    発  送：平成19年12月10日（月） 

    回収期日：平成19年12月21日（金） 
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２ アンケート調査の結果概要 

（１）市民アンケート 
 

①定住意向：定住意向は高く（約８割）、その傾向は年齢層に比例して高くなっている。 
・「これからも住みたい」（65.4％）、「当分の間は住みたい」（12.1％）をあわせると約

８割の人が住みたいと考えており、総じて年齢層が高くなるほど定住意向も高くなる

傾向がみられる。 

 

②住んでいる地域の現状：「自然環境の豊かさ」の満足度が高く、「公共交通の利便性」の

満足度が低い。 
・住んでいる地域の現状について、「自然環境の豊かさ」が最も高い満足度（71.7％）

を得ており、加古川、杉原川等の清流と田園環境に囲まれた西脇市の特徴への高い評

価と考えられる。 

・一方、「公共交通（鉄道、バス）の利用しやすさ」については最も不満度（67.2％）

が高く、高齢者等への交通弱者の日常生活への対応の必要性がうかがえる。 
 

【表―１４ 住んでいる地域の現状についての市民の評価】 
 １番目 ２番目 ３番目 

満足度が高い項目 自然環境の豊かさ 日常の買物の利便性 教育施設（小・中学

校）の通いやすさ 

不満度が高い項目 
公共交通（鉄道・バ

ス）の利用しやすさ 雇用の場の充実度 歩道の歩きやすさ 

※ 満足度＝非常に満足+満足、不満度＝非常に不満+不満 
 

・地区別の特徴としては、市街地及びその近辺に位置する地区（西脇、野村等）では

「日常の買物の利便性」の満足度が全体と比べて高く、逆に比延、黒田庄地区等では

満足度が低い傾向にあり、商業施設の立地状況に起因していると考えられる。 
・また、比延地区では「地域とのつながり」や「子育て環境」、「自然環境の豊かさ」と

いった項目が全体と比べて高い満足度にあり、質的な生活空間に対する評価が高いと

言える。 
 

③将来イメージ：「安心して暮らせる」がキーワードとした将来イメージを持っている。 
・まちの将来イメージとしては、「高齢者や障害者が暮らしやすいまちづくり」

（53.4％）、「治安の良い安心して暮らせるまちづくり」（51.4％）という意見が多く

なっており、「安心して暮らせる」という点への関心の高さがうかがえる。 
 

④分野ごとのまちづくり：「安全・安心」、「良好な生活空間」等に着目したまちづくりが

求められている。 
・力をいれる必要があるまちづくりの分野としては、「防災・防犯機能の強化」

（51.7％）が最も多く、将来イメージの設問と同様の意見が反映されている。 

・個別分野ごとにみると、道路整備・交通整備においては、「公共交通機関の便数増加」

（41.3％）が重視すべきと考えられており、地域の現状評価と同様の意見が反映され
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ている。 

・公園・緑地整備、下水道・河川整備においては、「防災機能を有した公園の整備」

（56.2％）、「水害対策のための河川改修・整備」（70.7％）などの意見が多く、防災

に対する意識の高さがうかがえる。 

・企業・工場の立地（誘致）に当たり配慮すべき点としては、「居住環境や周辺環境に

悪影響を及ぼさないように」という趣旨の回答が7割近くを占め、生活空間に十分に

配慮した企業の立地（誘致）のあり方が求められている。 

・まちなか居住を促すためには、「買物や通院の利便性向上」（46.3％）が最も重要であ

ると考えられている。年代別にみると、20代、30代では「子育て環境の改善」（各

34.8％、30.3％）の割合が比較的高く、現状のまちなかに対する子育て環境の不十分

さがうかがえる。 
 

⑤住んでいる住宅の状況：空間的にゆとりのある住宅環境にあるが、高齢化、建物の老朽

化への対応が必要となりつつある。 
・住んでいる住宅の状況について、「駐車場」が最も高い満足度（69.1％）を得ており、

「広さ、部屋数、間取り等」の満足度も高いことから、本市の住民は比較的ゆとりあ

る住宅規模を得ていると思われる。 

・一方、「バリアフリーへの対応」については最も不満度（51.7％）が高く、高齢化に

伴う対応の必要が求められる。 
 

【表―１５ 住んでいる住宅の状況についての市民の評価】 
 １番目 ２番目 ３番目 

満足度が高い項目 駐車場 日当たり、風通しの良さ 広さ、部屋数、間取り等 

不満度が高い項目 バリアフリーへの対応 汚れやいたみ具合 防犯対策 

 
⑥住宅政策：住宅の改造・改築に関する支援要望が高い。 

・本市の住宅政策について必要だと思われることについても、「バリアフリーに対応し

た改造・改修の支援」（31.3％）が最も多く、「リフォームや増改築に対する支援」も

上位に入っている。リフォームの希望等については、「行いたいが資金がない」

（35.2％）が最も多く、行いたい（行った人を含む。）と考えている人が全体の約６

割を占めていることからも、住宅の改造・改築に関する支援要望が高いことが分かる。 
 

⑦公営住宅の整備：高齢者や若者に定住に向けた整備が求められている。 
・公営住宅整備の対象としては、「高齢者に対して必要」（45.8％）、「若者の定住のため

に必要」（30.0％）が多くなっている。年代別では、50代以上の年代で、「若者の定住

のために必要」という割合が比較的多くなっており、本市の若年層の流出に対する危

機感が感じられる。 
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（２）転出者アンケート 
（配布数200通に対し回収率が２割程であり、参考意見扱いとする） 

 
①転居前後の住宅：西脇市在住時には広くゆとりのある持家に住んでいた傾向がみられる。 

・転居前後の住宅の所有関係では、「持家（1戸建）」の比率の減少、「民間の借家（マン

ション）」の比率の増加が目立つ。 

・居住室の畳数合計についても、転居前は「36畳以上」が３割以上を占めているが、転

居後では、各畳数が均一化された結果となっており、西脇市では比較的、ゆとりある

広さをもった住宅に住まわれていたと思われる。 
 

②転居のきっかけ等：「結婚」に伴う転出が多い。 
・「結婚のため」（ 28.2％）が最も多く、次いで「転職」、「転勤」などが続き、結婚な

どのライフステージの変化、就業の変化などによる転出が多い。「住宅の理由」など

生活の不便・課題による転出も一定程度みられる。 
・転居に際し、西脇市内でも住まいを探したかどうかについては、「勤務先や婚姻先が

遠方で市外に住まざるを得なかった」（48.7％）が最も多く転居の半数は、他市との

比較の中で転居したものではないが、「最初から他市町に住む考えだった」も25％を

占めていることから、「結婚」、「就業」に際して西脇市を選択するための魅力や条件

が不足している側面が垣間見られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【図―２４ 男女別の転出のきっかけ】 
 
 

③住んでいた地域の状況：「自然環境の豊かさ」の満足度が高く、「公共交通の利便性」の

満足度が低い。 
・住んでいた地域の状況について、「自然環境の豊かさ」が最も高い満足度（84.6％）

が得られており、市民と同様に自然豊かな西脇市の特徴への高い評価と考えられる。 

・不満度が高い項目についても、市民同様に「公共交通（鉄道、バス）の利用しやす

さ」（ 74.4％）が挙がっており、西脇市の定住化を進めるにあたっても大きな課題

と考えられる。 

・一方、総合的な評価については、６割以上の人が満足と捉えており、西脇市の居住環

境としてのポテンシャルもうかがえる。 
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就業の変化による転出（就職・転勤など）

進学による転出

生活の不便・課題などによる転出（住宅・通勤・子育てなど）

不明

女

男

（平成 19 年転出者アンケート） 
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【表―１６ 住んでいた地域の状況についての転出者の評価】 

 １番目 ２番目 ３番目 

満足度が高い項目 自然環境の豊かさ 道路の走りやすさ まちなみ・周辺環境 

不満度が高い項目 
公共交通（鉄道・バ

ス）の利用しやすさ 通勤・通学の利便性 日常の買物の利便性 

※ 満足度＝非常に満足+満足、不満度＝非常に不満+不満 
 

④今後の居住意向：居住意向は比較的高く（約６割）、若年層においてもその傾向がみら

れる。 
・「是非住みたい」、「条件が整えば住みたい」をあわせて、約６割が住みたいという意

向を示している。 
・また、20代や30代など比較的若年層において、住みたいという意向が強く、若年層の

定住化にむけた条件整備が必要である。 
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第５章 住まいづくりの主要課題 

 

①今ある住宅を活用して豊かな住生活を実現する視点が必要である。 

・住宅ストック量は増加してきており、空き家が多く発生してきているが、これらの空き家も

既存の住宅ストックとして活用することにより、豊かな住生活を実現することができる。 

・また、昭和40年代の住宅ストックが極端に多くなっており、これらの住宅ストックの利活用

を進められるように、中古住宅の流通やリフォームの促進など、ストック活用を促進する施

策展開が必要である。 

 

②安全・安心に暮らすことのできる住環境を形成する必要がある。 

・西脇市の人口構成は、少子高齢化が徐々に進んできており、県平均を大きく上回る高齢化が

進んできており、今後も高齢化がさらに進むことが想定される。 

・しかし、住宅のバリアフリー化は十分には進んでおらず、特に借家における高齢者対応の設

備の設置率が低い状況である。 

・今後、高齢化がさらに進むに当たっては、住宅のバリアフリー化をはじめとして、高齢者向

けの住宅供給など、高齢者等が安心して暮らすことのできる住環境の形成が求められる。 

・特に、住生活基本計画（全国計画）にもうたわれているように、住民の暮らしに密着した課

題のひとつとして、福祉施策などとの連携が必要であり、住宅だけでなく、高齢者の暮らし

全体を支える住環境を整える視点が必要となってくる。 

・また、防犯や防災に対する市民意識も高く、まちづくり施策とも連携して、災害に強く、防

犯性の高い住まいづくりと住環境の形成が求められる。 

 

③西脇市の持続的な発展を支える住宅・宅地政策を展開する必要がある。 

・西脇市の人口は、減少傾向にあり、前述のように少子高齢化が進んできている。西脇市が将

来にわたって、持続的な発展を目指す上で、人口を維持し、バランスのよい年齢階層を誘導

することが必要である。 

・住宅政策は、人口の受け皿ともなる政策であり、このような人口の誘導策を意識した定住政

策としての住宅政策を展開する必要がある。 

・また、そのためには、西脇市に居住し、暮らすことの魅力を高めることが必要となってくる

ため、西脇市のゆとりある住宅ストックや住環境を生かしつつ、まちづくりや教育など、暮

らしに密着した分野と連携した施策の推進が必要となってくる。 
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④真に住宅に困窮する市民に対応するため、住宅のセーフティネット機

能を再構築する必要がある。 

・高齢化が進むと共に、母子家庭などの「一人親と子ども」世帯が増加してきており、また、

経済情勢の悪化の影響を受けて住宅に困窮する市民が増えてきていると想定される。 

・このような状況の中で、住宅のセーフティネットを再構築し、市民の最低限の生活を守る必

要がある。 

 

⑤中心市街地活性化などまちづくりと連携した住宅政策を展開する必要

がある。 

・西脇市の中心市街地は沈滞化してきており、活性化を推し進めることが必要となっている。

特に、まちなかの人口を増加させることが必要であるとされている中で、中心市街地活性化

の取組などまちづくり施策とも連携した施策展開が必要である。 
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第６章 住まいづくりの基本理念 

 

西脇市の住宅政策においては、すべての世代が愛着を持ち、いきいきと輝き続けられるよう

に、市民の豊かな暮らしを実現することを目標として、そのための住まいづくりを進めること

を基本理念として掲げることとする。 
また、貴重な財産である豊かな自然環境と調和し、歴史や文化もとけ込んだ、西脇らしいゆ

とりのある暮らしを目指す視点も基本理念の視点として盛り込むこととする。 
 
 

 

西脇市における住まいづくりの基本理念 

西脇らしい豊かな暮らしを実現する住まいづくり 
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第7章 西脇市における住生活基本計画の基本方針 

 

１ リフォームの促進による快適な居住空間の確保 

市民が、既存の住宅ストックとして活用して、豊かな住生活を実現するために、安心して既

存住宅を取得して、自分のライフスタイルに合ったリフォームを実施するなど、既存住宅スト

ック活用を促進する。 
特に、高齢者などを狙ったリフォーム詐欺などが発生する社会において、市民にとって安心

してリフォームを実施できる環境を確保する必要があるため、信頼できる事業者を選ぶことが

でき、自分の生活や身体状況にあったリフォームを行うことができる仕組みの構築を推進する。 
 
成果指標 
 

○リフォーム実施世帯の持家世帯に対する戸数 

（「持家世帯」に対する「増改築した持家世帯（１年間当たり）」の戸数） 

     （現状）                  （10年後） 
 
 
 
                 （現状維持） 

 

 

 
 

２ 安全・安心の住宅・住環境の確保 

今後、団塊の世代が高齢者層となるなど、人口の高齢化はますます進むことが想定されるな

か、住宅のバリアフリー化や介護サービスを適切に受けることのできる住宅ストックの確保な

ど、高齢期となっても安心して暮らすことのできる住宅・住環境を形成する必要がある。 
また、地震や水害などの災害の頻発や、凶悪な犯罪や高齢者などを狙ったリフォーム詐欺な

どの発生により、市民の防災・防犯面での安全・安心や、住宅に関連する情報の信頼性に対す

る意識も高まってきている。 
このような側面から、「安全・安心の住宅・住環境の形成」に取り組むこととする。 

 
 
 
 

1 年あたり 

360 戸（Ｈ15） 
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増  改  築  し  た うち居住室 うち台所 うちトイレ うち浴室 

（戸）

平成 11 年～15 年の間で増改築した持家数（１年あたり換算） 

（平成 15 年住宅・土地統計調査） 
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成果指標 
 
○「災害に強いまちになってきている」と感じている市民の割合   
（平成20年度まちづくり市民アンケートより） 
  （現状）     （10年後） 

 
（増加） 

   
○高齢者対応の設備がある世帯の比率 
 （持家・借家別） 

 
 
 
 
 
 
   （Ｈ15）    （10年後、増加） 

 

３ 人口定着の受け皿としての住宅・宅地の供給 

全国的な傾向として、少子高齢化が進むとともに人口の減少傾向に向かってきている。西脇

市においても人口減少の傾向が強まりつつあるが、今後も西脇市が持続的に発展するためには、

今、西脇市に居住している市民ができるだけ市内で暮らし続けることができるような環境を整

えるとともに、ＵＪＩターン者の受け入れ促進など、人口の定着につながる施策展開を総合的

に進める必要がある。 
住宅政策は、その中でも重要な施策として、人口定着の受け皿となる住宅の供給や住宅スト

ックの活用、人口定着につながる住情報の提供などを進める。 
 
成果指標 

 
○社会減の減少 
（流出人口の減少） 
（流入人口の増加） 

（現状）              （10年後） 
 
 

 
 

               （社会減の減少） 
 
 

社会減 ：△182 人 

流出人口：△1,471 人 

流入人口： 1,289 人 
 

（Ｈ9～18平均） 

 

持家 

56.5％ 

借家 

18.2％ 

持家 

70％ 

借家 

25％ 

45.2％  

高齢者のいる世帯の住宅における高齢者対応の設備の状況 

（平成 15 年住宅・土地統計調査） 

（西脇市統計書） 

西脇市の転出入人口の推移 
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４ 住宅のセーフティネット機能の確保 

すべての市民が住宅の確保に困らずに、快適に暮らすことができるために、官民が連携して

住宅のセーフティネット機能を確保することが必要である。 
これまでも、公営住宅を中心として住宅のセーフティネット機能を確保してきたところであ

るが、人口減少や少子高齢化の進行など、社会経済情勢が変化する中で、公共と民間の役割分

担と連携など、新しい形の住宅セーフティネットの構築を検討する。 
 
成果指標 
 

○最低居住面積水準未満率 

（「主世帯数」に対する「最低居住面積水準未満世帯数」の割合） 

 

 （現状）                 （10年後） 

 

 

 

 

 

 

５ まちなか居住の促進 

西脇市の中心市街地は、北播磨の拠点として様々な都市機能が集積しているが、近年では、

商業機能の低迷や人口の流出などが進み市街地としての求心力が低下してきている。 
中心市街地の再生に向けて、まちなか居住を促進することにより、中心市街地の人口を維

持・増加させ、にぎわいを復活させることに寄与するための施策展開が必要である。 
そのため、中心市街地における商業、コミュニティなどの活性化策の推進とあわせて、中心

市街地にある既存の住宅ストックや街並み、職住近接の生活文化などを生かすことにより、ま

ちなか居住の受け皿づくりと、まちなかでの暮らし方の魅力向上を進める。 
 
成果指標 

 
○中心市街地への転入人口の増加（西脇市の中心市街地に転入する者の人口）を目標とするが、

住宅政策だけではなく、商業活性化や市街地整備などとあわせて実現を目指すべき目標であ

るため、数値目標は住生活基本計画では設定しない。 
 
 

42.7%

34.5%

53.4%

60.7%

3.9%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成10年

平成15年

最低居住水準未満 最低居住水準～誘導居住水準未満 誘導居住水準以上

4.8％（Ｈ15） 解消 

居住水準別世帯数の推移 

（平成 15 年住宅・土地統計調査） 
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第8章 西脇市住生活基本計画の基本方策 

 

１ リフォームの促進等による既存住宅の活用促進 

 
（１）市民が安心して、住まいづくりやリフォームなどに取り組むことができる市

場の形成と住情報の提供 
 

①信頼できる住宅関連事業者の育成 
・兵庫県の「住宅改修業者登録制度」等とも連携して、市民が安心してリフォームや住ま

いづくりを実施することが出来るよう、信頼できる事業者の育成と市民に向けた情報提

供を推進する。 
 
②市民向けの信頼できる住情報の提供 
・住まいづくりやリフォームを実施・検討する市民に対して、その進め方や手法など、よ

り自分自身の暮らし方に合致したものとするための情報提供を推進するため、ホームペ

ージの開設を検討する。 
・ホームページにおいては、市民が自ら住宅の適切な維持管理に取り組むことができるよ

う、維持管理の重要性やメリットに対する理解を進めるため、その方法に関する情報や、

適切なリフォーム手法や業者への依頼方法、改善計画の考え方などに関する情報発信を

検討する。 
・透明性が高くわかりやすい見積り、適切な工事監理、確実な完了検査など、民間事業者

による信頼できるリフォーム工事のあり方についてガイドラインを示すなど、市民が安

心してリフォームができるような仕組みづくりを行う。 
・ひょうご住まいサポートセンターの実施する「安全・安心リフォームアドバイザー派遣

事業」の活用により、住宅の状況や居住者ニーズなどに応じた適切なリフォームができ

るよう、アドバイスを行う。 
・住まいづくりやリフォームに関する市民の関心や知識を高めるため、フォーラムや講演

会、相談会などの実施を促進する。 
 

（２）町家や農家住宅など地域の個性ある景観を構成する建築物の保全と活用促進 
 
・町家や農家住宅など、地域の個性ある景観を構成する重要な建築物の保全と活用を促進

するために、兵庫県が実施する古民家再生促進支援事業の活用を進め、専門家の派遣な

どにより、リフォームの促進など再生を図る。 
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２ 安全・安心の住宅・住環境の形成に向けた推進方策 

 
（１）福祉施策とも連携した、高齢者や障害者が安心して暮らすことのできる住

宅・住環境づくり 
 
①住宅・住環境のバリアフリー化の推進 
・「介護保険の住宅改修制度」及び「兵庫県人生80年いきいき住宅助成事業」の利用促進に

よる住宅のバリアフリー化を促進する。 
 
②高齢者や障害者が安心して住み続けることができる住宅・住環境の整備 
・高齢者や障害者が安心して暮らすことのできる、グループホームやグループリビングな

どの供給を促進する。 
・住民による地域福祉活動を推進し、見守り活動や生活支援活動などを充実し、高齢者等

が安心して暮らすことの出来る地域づくりを促進する。 
 
（２）災害や犯罪などに強く安心して暮らすことのできる住宅・住環境づくり 

 
①木造密集市街地における地区計画等の導入による道路拡幅の推進 
・木造密集市街地において、避難路ともなる生活道路の計画的な拡幅や住宅の不燃化を促

進するために、地区計画等を導入して、住民の合意の下、災害に強いまちづくりを推進

する。 
②防災、防犯に配慮した住宅づくり 
・狭あいな道路基盤しかない市街地において、住宅の建て替え時におけるセットバック分

の無償提供による生活道路（４ｍ）の確保、不燃化、耐震化の促進による市街地の防災

性の向上を促進する。 
・「簡易耐震診断推進事業」の活用により住宅の耐震診断を促進する。また、「わが家の耐

震改修促進事業」の活用による住宅の耐震改修を促進する。 
・自主防災組織による防災活動など、住民による防犯・防災活動を推進し、安心して暮ら

すことのできる地域づくりを促進する。 
 

３ 人口定着の受け皿としての住宅・宅地の供給 

 
（１）茜が丘の宅地分譲の推進 
 

・茜が丘の宅地分譲を推進するため、積極的なＰＲや情報発信を進める。 
 
（２）子育て層に対して魅力的な住宅・住環境づくり 

 
・茜が丘の宅地分譲の推進をはじめとして、民間事業者との連携により、若年ファミリー
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層に対して魅力的な、低廉で良質な住宅の供給促進を検討する。 
・子育て層に対して、西脇市で暮らす魅力を発信し、定住を促すため、民間事業者とも連

携して、茜が丘など市内の分譲地や賃貸住宅に関する情報、子育てしやすい住まいづく

りに関する情報を発信するため、ホームページの開設を検討する。 
 

（３）環境にやさしい住宅・住環境づくり 
 

①環境に配慮した住宅づくりの推進 
・国が実施している住宅用太陽光発電導入支援対策費補助金の利用促進をはじめとして、

雨水貯留槽の設置促進施策の創設を検討するなど、自然エネルギーの活用などにより環

境負荷を低減する「環境共生型住宅」の普及・啓発の推進を図ることにより、環境意識

の高い市民の定住を促すとともに、環境に優しいまちづくりを推進する。 
②緑豊かな住宅地形成の推進 
・緑豊かな住宅地形成に向けた住民の取組（花いっぱい運動など）に対して、西脇市まち

づくり活動支援事業の活用や、環境に配慮した魅力的な住宅地の形成を推進する。 
・また、特に田園地域においては、農村的景観を形成している景観要素（水路・農業関連

施設・生垣・景観作物など）の保全活動などに対する支援も推進する。 
 
（４）魅力的な居住地としての積極的な情報発信 
 

・自然や歴史に恵まれた西脇市において、その特徴を暮らしに取り入れた「西脇らしい暮

らし方」を紹介・提案し、西脇市で暮らすことが魅力的であることをＰＲするための情

報発信を検討する。 
 

（５）多自然居住地域として魅力的な住宅・住環境づくり 
 

・田園地域における地域活性化の取組とも連携して、農家住宅などの空き家の活用促進等

による多自然居住を促進する。 
・民間事業者との連携によるクラインガルテンなどの整備促進を図り、都市住民による半

定住や都市農村交流による地域活性化を促進する。 
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４ 住宅のセーフティネット機能の確保 

 
（１）社会情勢を踏まえた市営住宅のストック活用 
 

①市営住宅ストックの統廃合の促進や建替え事業の整備 
・建て替え事業が進められている日野ヶ丘団地については、財政状況も鑑みつつ事業の推

進を図る。 
・日野ヶ丘団地の建て替え事業の推進と合わせて、老朽団地の統廃合の促進を図り、西脇

市における公営住宅需要に応じた住宅セーフティネットの構築を推進する。 
 

②市営住宅管理制度の変更による既存ストックの有効活用の推進 
・西脇市では、先着順による公営住宅への入居応募の手法を採用しているが、先着順であ

ることにより、緊急性の高い住宅困窮者に対して対応できない状況である。 
・そのため、人気の高い団地については、抽選方式への変更や困窮度の高低による優先入

居の仕組みの採用など、入居者募集の変更を検討し、既存ストックを有効活用すること

による、セーフティネット機能の強化を図る。 
 
（２）民間活力の活用によるセーフティネット機能の強化 
 

①借り上げ公営住宅等の供給検討 
・人口減少が予測されている中で、今後も公営住宅による住宅のセーフティネットを維持

する必要があるが、人口減少などによる需要の変化に対応するために、民間活力を活用

した借り上げ公営住宅も含めたストックの構成とすることを検討する。 
・特に、まちなか居住の促進においては、良質な住宅供給の促進策としても、中心市街地

における借り上げ公営住宅の供給を検討することが望まれるため、市街地整備などの事

業と連携した供給促進策を検討する。 
 
②民間住宅市場における住宅セーフティネット機能の整備 
・公営住宅だけではなく、民間賃貸住宅においても、住宅のセーフティネットとしての機

能を担うために、住宅に困窮する世帯が入居できる住宅市場の環境を確保する施策を検

討する。 
・そのため、高齢者や障害者等の住宅困窮者の入居を拒まない「あんしん賃貸住宅」登録

の促進を図る。 
・また、不動産業界と連携した空き家情報等の発信システムの創設を検討する（例えば、

公営住宅応募者等に対して選択肢の一つとして民間賃貸住宅の空き家情報を提供する）。 
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【参考資料】 
○重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットのイメージ（国土交通省資料平成18年６月） 

※公営住宅を「真に住宅に困窮する低額所得者に対する住宅」として、それを補完する役割を持つ特優

賃などの公的賃貸住宅や、住宅弱者が入居可能な民間賃貸住宅の確保をするなど、重層的に「セーフ

ティネット」をとらえている。 

 

【図―２５ 重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットのイメージ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

【図―２６ 公的賃貸住宅の施策対象のイメージ】 
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５ まちなか居住の促進 

 
（１）まちなかで暮らすことの「魅力」の向上に向けた住宅・住環境づくり 
 

①都市計画道路等の整備に合わせた公的住宅等の共同化 
・都市計画道路等の整備に合わせて、中心市街地活性化等のソフト施策の取組と連携し、

公的住宅・民間住宅・福祉関係施設などを共同で行うことを検討する。 
 

②まちなかにおける魅力的な住宅づくり 
・まちなかにおける良質な住宅の供給を推進するために、まちなかでの共同住宅供給に対

する支援制度の創設を検討する。 
・まちなか居住を促進するきっかけとなる取組として、民間の住宅開発事業者などと連携

し、新しく住宅地として開発することができる空き地（小規模なものでも）などにおい

て、西脇市の中心市街地における魅力的な住まいづくりを提案する「設計コンペ」の開

催を検討する。この取組により、今後の西脇市における住まいづくり・まちなか居住の

モデルケースとなる考え方を提案する。 
 

③まちなかで暮らす楽しさを豊かにする場づくり 
・中心市街地活性化の取組と連携し、まちなかの空き家や空き工場、空き地などを活用し

て、魅力的なまちなか居住を支える都市機能（レストランやカフェ、ギャラリーなど）

や、コミュニティスペース（市民の運営による街角サロン、ポケットパークなど）の創

出に向けた取組の促進を検討する。 
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第９章 西脇市住生活基本計画の重点施策 

 

西脇市住生活基本計画の重点施策として、下記の施策を位置づけ、優先的に取り組んでいく

こととする。 

 

１ 既存住宅のリフォームの促進 

リフォームを促進することにより、住宅の長寿命化を行い、ライフステージ、ライフサイク

ルの変化に応じて、住宅ストックを有効活用するシステムづくりを推進する。 

そのため、住宅のリフォームを希望する者が、市内の業者等に安心して工事を依頼できるシ

ステムづくりを推進する。 

 

＜施策例＞ 

 

○リフォームアドバイザーによる見積、工事監理、完了確認等のシステムづくり 

・市民が安心してリフォームに取り組むことができるように、市内で一定の技術と信頼性を持

っている設計事務所等を認定し、リフォームに取り組む市民に対して、見積りや工事監理な

どの実施をする「リフォームアドバイザー」のシステムづくりを推進する。 

 

○官民連携したホームページの作成（公的機関の助成制度等の集約提供） 

・上記のリフォームアドバイザーに関する情報提供や、リフォームに関する一般知識などにつ

いて情報発信するためのホームページを官民が連携して作成する。 

・また、公的機関の助成制度等を集約して市民に提供するコンテンツとして情報発信する。 

 

○庁内相談窓口の連携・充実 

・バリアフリーリフォームを実施するにおいては、居住者の生活や身体能力などをしっかりと

把握して行う必要があるため、建築士や工務店だけではなく、介護に携わるヘルパーや相談

に乗るケアマネージャーなどが連携してリフォームを実施する方が望ましい。 

・こうした事例に対応するため、市役所庁内において、住宅部局と福祉部局、医療機関などが

連携して相談体制の充実化を推進する。 

 

○フォーラム・講演会・相談会の開催。専門相談 

・広く市民にリフォームに関する知識などを伝えるために、ホームページによる情報発信だけ

ではなく、フォーラムや後援会、相談会などの実施を推進する。 
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２ 安全・安心な住環境整備の推進 

木造密集市街地において、地区計画等を導入して避難路ともなる生活道路の計画的な拡幅や

住宅の不燃化を促進する。 

建築基準法により、建物を建設する場合に、幅４ｍ未満の前面道路に対しては、中心後退２

ｍセットバック分について、市に無償提供をお願いし、その提供部分について、拡幅・舗装整

備を市で実施することとする。 

 

３ 定住促進のための住宅・宅地の供給 

西脇市における暮らしを魅力あるものとし、定住を促進するために、茜が丘の宅地分譲など、

良質な住宅・住宅地の供給を進めるとともに、リフォームなどにより長寿命化された良質な中

古住宅の流通を促進する。 

また、官民が協働して西脇市における住宅等に関する様々な情報発信を促進し、西脇市での

暮らしの魅力をＰＲする。 

＜施策例＞ 

 

○官民連携による西脇市の住情報を発信するホームページの作成と運用 

・茜が丘の分譲宅地の情報や、民間賃貸住宅の空き家の情報、中古住宅の売買等の情報提供を、

民間事業者の情報も含めて集約し、ホームページ上で情報発信することにより、西脇市での

定住や転入を検討する市民に対し、ワンストップで住まいに関する情報を提供できるように

する。 

・また、住宅に関する情報だけではなく、西脇らしい暮らし方についてもあわせて情報発信を

するようにし、西脇市での暮らしの魅力をＰＲする場ともする。 

・これらの情報について、行政も参画した住情報提供のための官民連携の研究会などを設立し、

より市民に有用であるとともに、信頼度の高い情報とするための取組を推進する。 

・特に、中古住宅の流通に関しては、その物件の修繕履歴や管理状況なども含めて情報発信で

きる仕組みの検討を進める。 

 

４ 官民の連携による住宅セーフティーネットの構築 

市営住宅・県営住宅を中心とした住宅セーフティネットを今後も維持するとともに、公営住

宅だけでなく、民間賃貸住宅なども含めた官民の連携による住宅情報を提供するなどのセーフ

ティネットを構築し、安心して住宅を確保できる仕組みづくりを目指す。 

＜施策内容については、次章を参照＞ 

５ まちなか居住の促進 

中心市街地における都市計画道路等の整備に合わせた公的・民間住宅等の共同化を行う。 

まちなかで暮らすことの「魅力」の向上に向けて、まちなかにおける魅力的な住宅供給や、

まちなかで暮らす楽しさを豊かにするための場づくりを推進する。 
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第１０章 今後の西脇市市営住宅の活用方針 

１ 西脇市の公営住宅ストックの概況 

 
西脇市には、市営住宅 809戸、県営住宅 412戸

の合計管理戸数 1,221戸の公営住宅が整備されて

いる。 

西脇市の公営住宅は、播州織の発展に伴う経済

成長や核家族化の進行などによる住宅需要の拡大

に対応するため、昭和30年代から40年代にかけて

積極的に整備したことから、近隣市町と比較して

非常に多く、北播磨圏内では最も公営住宅ストッ

クが多い状況である。また、世帯数に対する公営

住宅ストック量の比率を見ると7.44％となり、県

下で３番目に高い水準となっている。 

これらの住宅のうち、昭和30年代から40年代前

半に建設された木造住宅や簡易耐火住宅の老朽化

が進んでおり、すでに建て替えや用途廃止に向け

て募集停止をかけている団地もあり、政策的空き

家が61戸となっている。 

また、県営住宅においては、建て替え、統廃合

などが進められると共に、黒田団地が西脇市へ事

業主体変更が行われた（現黒田北団地）。 

これらの戸数を考慮した実管理戸数として、西

脇市には合計 1,124戸の公営住宅が管理されてい

る。 

 
 

公営住宅全管理戸数 

(実管理戸数) 

（市営+県営（集約完了後）） 

1,124 戸 

公営住宅管理状況

　（Ｈ21.4.1現在 旧県営黒田団地はH21.3末事業主体変更）

【市　営　住　宅】

建設
年度

管理
戸数

空家
戸数

入居
戸数

1 旭ｹ丘団地 30～38 146 9 137

2 向ｹ丘団地 37 18 18

3 坂本団地 34 10 4 6

4 日野ｹ丘団地 39～17 281 47 234

5 上戸田団地 47 30 30

6 高嶋団地 52 6 6

7 野村団地 53 18 18

8 大野団地（大野） 54 6 6

9 大野団地（八日） 55 24 24

10 大野団地（西林寺） 2～4 48 48

11 上野団地 57 18 18

12 殿ｹ丘団地 59 18 18

13 中畑団地 63・元 10 10

14 下戸田団地 6・9 80 80

713 60 653

1 津万井団地 41・42 12 1 11

2 田高団地 41・42 13 13

3 前坂南山団地 55 15 15

4 黒田団地 14 36 36

5 黒田北団地 11 20 20

96 1 95

809 61 748

旧西脇市計

旧黒田庄町計

 計

住宅戸数

【県営住宅】

管理戸数 入居戸数 団地集約完了後 備考

54 47 54

33 30 33

48 30 0

92 58 84

44 39 44

68 33 59

73 40 41
建て替え中（H23.3月
竣工予定）

412 277 315合　　計

谷町住宅

鹿野団地

谷町鉄筋

春日台団地

団　　地

鹿野テラス

旭ヶ丘団地

日野ヶ丘団地

【表―１７ 公営住宅管理状況】 
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２ 西脇市の公営住宅を取り巻く社会背景と現況・課題 

 
（１）西脇市の公営住宅を取り巻く社会背景 
 

①西脇市の人口は減少傾向にあり、総合計画の推計人口でも、減少傾向が続くと想定されて

いる。 

②西脇市の少子高齢化がさらに進み、平成32年での高齢化率は34.1％にも達する。 

③雇用促進住宅の廃止が予定されており、国から譲渡や入居者対応を求められている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）公営住宅ストックに関する現況 

 
①市内には、昭和30年代～40年代前半に建設

された、老朽化が著しく耐震性に問題のあ

る木造や簡易耐火構造（２階建て・平屋建

て）の市営住宅ストックが多く残存する。 

②郊外部の団地が多く、生活面での利便性が

悪い。 

③旭ヶ丘団地など借地の団地において収支が

悪化している。 

④他都市と比較して公営住宅ストックが多い。 

⑤財政事情により日野ヶ丘団地の建替え事業が

滞っている。 
 

【表―１８ 西脇市総合計画における将来推計人口 

【図―２７ 西脇市総合計画における人口構成の推計】

構造別市営住宅戸数比率

木造
19%

簡易耐火平屋
13%

簡易耐火２階
24%

中高層耐火
44%

【図―２８ 構造別市営住宅比率】 
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（３）公営住宅の入居・需要に関する課題 
 
①20数年以上の長期入居者が多く公営住宅の

入居機会の公平性に課題がある。 

②入居待ちが常時あるため緊急性の高い住宅

困窮者に対する供給ができていない。 

③極端な高齢化が進んでおり自治会活動の維

持や生活支援などの面で課題が発生する懸

念がある。 

④市全体で人口が減少する中で将来の公営住

宅需要に応じた供給が求められる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2人 1
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6
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0人　

25人　

50人　

75人　

100人　

H16
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0

Ｈ
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Ｈ
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2.1

～

Ｈ
17

.6.
1～

Ｈ
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.1
2.1

～

Ｈ
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.6.
1～

Ｈ
18

.1
2.1

～

Ｈ
19

.6.
1～

Ｈ
21

.2.
1～

（応募期間）

（
世

帯
）

3年未満
8%

3年以上5年未
満

7%

10年以上20年
未満

22%

20年以上30年
未満

18%

30年以上40年
未満

16%

5年以上10年
未満

18%

40年以上50年
未満

8%

50年以上
3%

【図―３０ 入居年数別市営住宅入居

世帯比率】 

【図―３１ 応募時期別入居待ち世帯

の状況】 

一般　世帯
37%

高齢　世帯
13%

特別　入居
0%

生保　世帯
4%

単身高齢
27%

寡夫　世帯
1%

寡婦　世帯
10%

その他単身
8%

【図―３２ 世帯状況別市営住宅

入居世帯比率】 
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３ 西脇市における公営住宅の必要戸数の推計 

 
（１）必要戸数の考え方 
 

公営住宅の必要戸数の推計に当たっては、国土交通省が作成した都道府県向けの要支援世

帯の推計プログラムを活用して、西脇市における今後10年、20年の期間において新たに発生

する「公営住宅以外の借家に居住する世帯における要支援世帯（公営住宅需要数）」を算出

し、それと現在の公営住宅に居住する要支援世帯（公営住宅入居者における入居資格者）と

の合計値が公営住宅必要戸数となる。 

要支援世帯数及び、公営住宅資格者の算出の考え方を下図で示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 収　入

公営住宅を除く借家に居住する世帯

公営住宅に入居資格がある世帯

居住面積水準
最低居住水準未満　 　最低居住水準以上

公
営
住
宅
入
居
資
格
者

公営住宅入居世帯

B

（Aを除く
入居有資格者)

C
収入超過者

D
高額所得者

A

（著しい低
年収世帯)

（３）
最低居住面積水準
未満で、著しい困窮
年収以上世帯

最低居住面積水準以上、
著しい困窮年収以上世帯

（２）
うち家賃負担率の

高い世帯

著しい困窮年収以上
（最低居住水準を自力で
脱出できる年収以上）

著しい困窮年収未満
（１）

最低居住面積水準
未満で、著しく年収

の低い世帯

最低居住面積水準以上
だが、著しく年収の低い

世帯

（４）
うち家賃負担率の

高い世帯

■公営住宅以外の借家に居住する世帯における要支援世帯 
（１）：最低居住面積水準未満で著しい低年収世帯 

（２）：最低居住面積水準以上だが著しい低年収世帯かつ高家賃負担率世帯 

■公営住宅に居住する要支援世帯 
Ａ：著しい低年収世帯 

Ｂ：Ａ以外の入居資格者世帯 

 （１）＋（２）＋Ａ＋Ｂ＝公営住宅必要戸数  

※下図における紫色部分が西脇市が考える公営住宅必要戸数 

公営住宅以外の借家に居住する世帯における要支援世帯 公営住宅に居住する要支援世帯 

【図―３３ 公営住宅必要戸数の考え方】
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（２）需要推計の結果 
 

①公営住宅以外の借家に居住する世帯における要支援世帯の推計結果 
 

・公営住宅以外の借家に居住する世帯における要支援世帯を今後10年間、20年間で推計す

ると下図のような結果となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②公営住宅に居住する要支援世帯の推計結果 
 

・公営住宅に居住する要支援世帯として、公営住宅の収入基準等の入居資格に合致する世

帯を10年後、20年後で推計すると下図のような結果となる。 

 
 
 
 
 
 
 

平成 22年～平成 31年(10 年間)に発生する 
要支援世帯数 

平成 22年～平成 41年(20 年間)に発生する 
要支援世帯数 

借家世帯（公営除く）3,711

公営住宅入居基準 1,383 

最低居住水準以上 最低居住水準未満 

著しい困窮年収未満 

著しい困窮年収以上 
（最低居住水準を自力で

脱出できる年収以上） 

（１）最低居住

面 積 水 準 未 満

で、著しく年収

の低い世帯 
 

最低居住面積水準

以上だが、著しく

年収の低い世帯 
（２）うち家

賃負担率の高

い世帯 

（３）最低居住面

積水準未満で、著

しい困窮年収以上

世帯 
 

最低居住面積水準

以上、著しい困窮

年収以上世帯 
（４）うち家

賃負担率の高

い世帯 

最低居住水準以上 最低居住水準未満 

（１）最低居住

面 積 水 準 未 満

で、著しく年収

の低い世帯 
 

最低居住面積水準

以上だが、著しく

年収の低い世帯 
（２）うち家

賃負担率の高

い世帯 

（３）最低居住面

積水準未満で、著

しい困窮年収以上

世帯 
 

最低居住面積水準

以上、著しい困窮

年収以上世帯 
（４）うち家

賃負担率の高

い世帯 

162 158 

110 17 

借家世帯（公営除く）4,920

公営住宅入居基準 1,820 

214 194 

147 19 

【図―３４ 需要推計結果平成 22年～平成 31 年(10 年間)】 

平成 31年(10 年後)における 

公営住宅入居資格者の推計結果 
平成 41年(20 年後)における 

公営住宅入居資格者の推計結果 

  Ａ（著しい低年収世帯）   ＝244 世帯 

Ｂ（Ａ以外の入居資格者世帯）＝ 99 世帯 

Ａ＋Ｂ＝３４３世帯

Ａ（著しい低年収世帯）   ＝230 世帯 

Ｂ（Ａ以外の入居資格者世帯）＝ 93 世帯 

Ａ＋Ｂ＝３２３世帯

 （１）（最低居住面積水準未満で著しい低年収世帯）＝１６２世帯

（２）（最低居住面積水準以上だが著しい低年収世帯かつ高家賃負

担率世帯）＝１５８世帯 

（１）＋（２）＝３２０世帯

 （１）（最低居住面積水準未満で著しい低年収世帯）＝２１４世帯

（２）（最低居住面積水準以上だが著しい低年収世帯かつ高家賃負

担率世帯）＝１９４世帯 

（１）＋（２）＝４０８世帯

【図―３５ 需要推計結果平成 22年～平成 41 年(20 年間)】 

公営住宅入居基準 1,383 

（３）最低居住面

積水準未満で、著

しい困窮年収以上

世帯 
 

最低居住面積水準

以上、著しい困窮

年収以上世帯 

（４）うち家

賃負担率の高

い世帯 

（１）最低居住

面 積 水 準 未 満

で、著しく年収

の低い世帯 
 

最低居住面積水準

以上だが、著しく

年収の低い世帯 
（２）うち家

賃負担率の高

い世帯 
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③公営住宅必要戸数の推計結果 
 

・①と②で得られた結果から、公営住宅必要戸数を推計すると下表のような結果となる。 

・この結果から、県営住宅で対応する戸数を差し引くと、10年後、20年後ともに、現有の

市営住宅戸数（ 809戸）が必要戸数（10年後 348戸、20年後 416戸）を上回っている。 

・また、現有の市営住宅ストックのうち耐用年限を超えている住宅を除く住宅戸数（400

戸）が10年後の必要戸数を上回り、20年後の必要戸数もほぼ確保できる結果となってい

る。 

・また、新規に発生する要支援世帯（公営住宅以外の借家に居住する世帯における要支援

世帯）に対しては、現有ストックから発生する空き家で対応することができるため、各

期間内に発生が想定される空家戸数を推計すると（次ページ参照）、10年間では、新規に

発生する要支援世帯 320世帯に対して、約 200戸しか対応できないが、20年間でみると 

408世帯に対してほぼ全部対応可能な空き家が発生することとなり、需要に対する実際の

対応についても、現有ストックで対応できることがわかる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 31 年(10 年後)における 

公営住宅必要戸数の推計結果 

 公営住宅以外の借家に居住する世帯における要支援世帯

＝３２０世帯

公営住宅入居資格者          ＝３４３世帯

公営住宅必要数 ＝ ６６３戸 
 

 

県営住宅戸数（集約後）＝３１５戸 

必要市営住宅戸数   ＝３４８戸 

平成 41 年(20 年後)における 

公営住宅必要戸数の推計結果 

 公営住宅以外の借家に居住する世帯における要支援世帯

＝４０８世帯

公営住宅入居資格者          ＝３２３世帯

 

公営住宅必要数 ＝ ７３１戸 
 

 

県営住宅戸数（集約後）＝３１５戸 

必要市営住宅戸数   ＝４１６戸 

【参考：10年間で発生が想定される空家戸数】

１９８戸 
【参考：20年間で発生が想定される空家戸数】

３９６戸 

県営住宅と市営住宅で

割り振ると 
県営住宅と市営住宅で

割り振ると 
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（参考：需要に対応する公営住宅空き家戸数の推計） 
 

・推計により想定される今後発生する公営住宅需要に対して、既存の公営住宅ストックで発

生する空き家により、対応できる戸数を推計する。 

・推計に当たっては、建て替えや用途廃止などストックの再編を想定する老朽団地等を除く

ストックから発生する空き家戸数を推計する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空き家戸数推計の考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空き家戸数の推計条件 
 
①過去の空き家発生の実績（旧収入基準時点）から、空き家発生率（2.6%／年）を設

定し、そのうち、収入超過者が退去促進による 100％退去するものとして、空き家

発生の内訳を推計する。 
 
②収入基準適合者における空き家発生率を算定する。 
 
③新収入基準で算定した収入超過者すべてと新基準による収入基準適合者における空

き家発生戸数をあわせて、空き家発生戸数とする。 
 

 

↓ 

 

上記 662 戸において、10 年間で発生する空家数＝約 200 戸 

【西脇市において今後発生する公営住宅需要に対して対応できる公営住宅戸数】 
 
※今後発生する公営住宅需要に対して対応できる公営住宅戸数として、下記に示す

老朽団地等を除く公営住宅戸数を設定する。(県営住宅 315 戸は需要に対応する戸

数として算入) 
※老朽団地等とは、すでに募集停止している団地及び、今後 10 年間で耐用年限を迎

える団地。さらに、建替え事業中の団地もその事業推進のために、新規入居でき

る対象から除いている。 

 
老朽団地等：旭ヶ丘（ 146戸）、日野ヶ丘（ 228戸）、坂本（10戸）、 

津万井（12戸）、田高(13戸) 
 
建て替え事業中団地：日野ヶ丘 A棟（53戸） 
 

 

公営住宅全体戸数（市営 809 戸＋県営 315 戸）＝1124 戸（A） 

 

新規需要に対応しない老朽住宅等：462 戸（Ｂ） 

 

西脇市において今後発生する公営住宅需要に対して対応できる公営住宅戸数 
（A）－（Ｂ）＝６６２戸（市営住宅 347 戸・県営住宅 315 戸） 
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４ 供給目標の考え方 

 
公営住宅需要の推計結果から、西脇市における今後の公営住宅の供給目標について、以下

のように考え方を整理した。 

 
（１）20年間で必要な公営住宅戸数に対しては、現有ストック量で対応できることから、スト

ック数を増加させずに団地の再編を図る。 

20年後の必要数の推計値から、現在の市営住宅ストック数を減数させても、需要には対応

できるため、老朽化している団地の用途廃止なども含めて市営住宅ストックの再編を進め、

公営住宅需要への対応を検討する。 

そのため、市営住宅として必要な 420戸を20年後に有するべき戸数として目標を定め、団

地の再編を図ることとする。 

 
 
 

（２）老朽化団地を除くストックにより新規需要への対応が可能であるため、老朽化した団地

等の再編は、現入居者への対応を基本として計画を検討する。 

新規に発生する公営住宅需要に対しては、老朽化団地以外の公営住宅によって対応できる

ことから、老朽化団地の再編整備については、現入居者が安定的に公営住宅での居住を確保

できる移転計画及び住宅供給を検討し、再編プログラムを立案する。 

（３）公営住宅需要に対して現有ストックでの対応をするため、廃止予定の雇用促進住宅の譲

渡は受けない。 

平成22年11月を最終期限として入居者の退去が促進されていたが、明渡しの手続が早くと

も平成24年４月まで延期された。雇用・能力開発機構から譲渡希望の有無について問われて

いたが、公営住宅需要に対して現有ストックで対応する供給目標の中、新たな公的住宅スト

ックを増やすことは考えにくい。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

現在の市営住宅ストック 

老朽化団地( 409 戸) 
（旭ヶ丘・坂本・津万井・

田高・日野ヶ丘の一部） 

 
老朽化団地以外 

( 400 戸) 
 

現在の県営住宅 
ストック(集約後) 

( 315 戸) 
新規に発生する

要支援世帯 

発生が想定 
される空き家

【供給目標】 
将来（20年後） 

必要な 

市営住宅ストック 

 

(約 420 戸) 

老朽化住宅の

用途廃止 

老朽化住宅の

ストック活

用・建て替え
 

維持保全して

継続的に活用

将来の県営住宅 
ストック 
( 315 戸) 

20 年後に有するべき市営住宅戸数＝約 420 戸 

【図―３６ 公営住宅の供給目標イメージ図】 
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５ 西脇市公営住宅ストック活用における基本的な考え方 

 
西脇市における公営住宅ストックの現状・課題及び需要推計に基づく今後の供給目標の考

え方に基づき、西脇市における公営住宅ストックの活用について、以下のような基本的な考

え方を整理した。 

この基本的な考え方に基づき、今後の住宅供給、ストック改善の事業を推進することとす

る。 

 

考え方① 

将来の人口・世帯数の減少を想定した公営住宅ストックの再編 
 
・供給目標の考え方で設定したように、将来的な需要の減少を想定して公営住宅ストック量

を増やさない。 

・将来的な需要への対応が可能であることと、老朽化などでストックを再編する際の既存入

居者の移転先が確保できることを前提として、公営住宅ストックの再編を検討する。 

 

考え方② 

公営住宅事業の経営改善に向けたストックの再編・活用 
 
・老朽化が進み借地料の支出が大きい「旭ヶ丘団地」「坂本団地」の用途廃止（集約）を進

める。 

・ほかに老朽化が進んでいる「津万井団地」「田高団地」も用途廃止（集約）を進める。 

・また、旧耐震基準で建設された住宅などで、耐震改修が必要な場合、改修をすることで住

宅の安全性は高まるが居住性能は変化せず、団地の経営には改修による効果が反映されな

いことなど、経営面の検討も含めて耐震改修の実施を検討することとする。 

 

考え方③ 

公営住宅ストックの再編について市街地での供給を検討する 
 
・公営住宅ストックの再編を進める中で、既存の都市基盤等の活用を進めるとともに、高齢

化等に対応した歩いて暮らせるまちの実現を目指すため、既成市街地における公営住宅の

供給を進める可能性について検討する。 

・そのため、市街化調整区域に立地する公営住宅は市街化区域内に立地する団地への集約を

目指した再編方針を考えることとする。 
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考え方④ 

財政状況を考慮した、実現可能な新規住宅の供給の推進 
 
・厳しい財政状況の中、公営住宅の建て替えを含めた新規供給には慎重にならざるを得ない

ため、財政状況を考慮した実現可能な住宅供給を推進する視点を持つこととする。 

・そのため、既存ストックの活用促進やストックの再編の状況を踏まえつつ、可能な範囲で

の新規住宅供給を推進する。 

・また、初期投資を抑えることができる「借り上げ公営住宅」の供給などの手法を含め、財

政面からも実現性を考えた新たな住宅供給手法を検討する。 

・建替え事業が進められている日野ヶ丘団地においても、供給手法を検討することも含めて、

財政状況を踏まえた事業の進ちょくを目指すこととする。 
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６ 団地別ストック再編計画の考え方 

 
各団地のストックの状況や、団地経営の評価などを踏まえ、団地毎のストック再編に関す

る考え方を次項の表のように整理した。 

このような考え方に基づいて、移転計画及び概算事業費の算定を行うこととする。 

 
【表―１９ 団地別再生方針一覧】 

№ 団地名 建設 
年度 構造 

管理 
戸数 

政策空家・

取壊予定 
入居 
戸数 

経営 
評価 

今後10年間の

活用方針 

１ 旭ヶ丘 S30～38 

木造 

簡二 

簡平 

102 

24 

20 

９ 137 × 用途廃止 

２ 坂本 S34 木造 10 ４ ６ × 用途廃止 

３ 向ヶ丘 S37 中耐 18 - 18 × 
維持管理 

（次期用途廃止候補） 

４ 日野ヶ丘 S39～48 簡耐 228 47 181 × 

需要と財政状況

を鑑みて建て替

え 

 
日野ヶ丘 

(A棟) 
H17 中耐 53 - 53 × 維持管理 

５ 上戸田 S47 中耐 30 - 30 △ 
維持管理 

（次期用途廃止候補） 

６ 高嶋 S52 簡二 ６ - ６ × 
維持管理 

（次期用途廃止候補） 

７ 野村 S53 中耐 18 - 18 ○ 

維持管理 
（H21年度調査によ

り耐震性が確保さ

れていることが判

明している） 

８ 
大野 

（大野） 
S54 簡二 ６ - ６ ○ 

維持管理 

（次期用途廃止候補） 

９ 
大野 

（八日） 
S55 中耐 24 - 24 ○ 

維持管理 

（次期用途廃止候補） 

10 大野(西林寺) H２～４ 中耐 48 - 48 △ 維持管理 

11 上野 S57 中耐 18 - 18 ○ 維持管理 

12 殿ヶ丘 S59 中耐 18 - 18 ○ 維持管理 

13 中畑 S63･H元 木造 10 - 10 ○ 維持管理 

14 下戸田 H６･９ 中耐 80 - 80 ○ 維持管理 

15 津万井 S41･42 木造 12 １ 11 × 用途廃止 

16 田高 S41･42 木造 13 - 13 × 用途廃止 

17 前坂南山 S55 簡二 15 - 15 ○ 
維持管理 

（次期用途廃止候補） 

18 黒田 H14 高層 36 - 36 ○ 維持管理 

19 黒田北 H11 中耐 20 - 20 △ 維持管理 

※管理戸数、空き家戸数等は平成21年4月1日現在 
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①旧西脇市エリアにおける団地別再編方針 
【表―２０】（※管理戸数、空き家戸数等は平成21年4月1日現在） 

№ 団地名 構造 
建設 
年度 

耐用年限到

来年度 
管理 
戸数 

空家 
戸数 

入居 
戸数 

募集 
状況 立地条件 敷地状況 その他検討条件 検討の視点 活用 

方針 

   146 ９ 137 募集中 １ 旭ヶ丘 

木造 
簡二 
簡平 

S30～36 

S30 

S38 

S60～H2 

H11 

H４ 

102

24

20

 97 

24 

20 

 

・市街化調整区域 
・急傾斜地崩壊危険

区域指定に隣接 
・一部を除き宅地造

成等規制区域内 
・斜面地 
 

・借地 ・県営住宅との

混合団地であ

るが、県営は

用途廃止（移

転）を進行中

・耐用年限を経過している老朽化した木造主体の団地 
・市街化調整区域であるとともに、傾斜など、複雑な敷地形状であるこ

とから造成は困難 
・借地であり、団地経営は経常的に大幅な赤字である。県営住宅が移転

した後は、さらに地代がかさむため、経営面はさらに悪化が見込まれ

る。 
・入居者の移転先を確保して順次用途廃止を進める。 

用途廃止 

２ 坂本 木造 S34 H元 10 ４ ６ 停止中 ・市街化調整区域 ・借地  ・耐用年限を経過している老朽化した木造主体の団地 
・借地であり、団地経営は経常的に赤字である。 
・入居者の移転先を確保して順次用途廃止を進める。 

用途廃止 

３ 向ヶ丘 中耐 S37 H43 18 - 18 募集中 ・第一種住居地域 ・借地  ・耐用年限の１／２を経過しているがまだ耐用年限が到来するまでに20

年以上が残る。 

・ただし、借地であることなどにより、経常的な赤字団地である。 
・今後外壁改修などを実施する必要性も高まるが、実施した場合、それ

に伴う支出、累積赤字がかさむこととなる。 
・そのため、大規模な修繕は行わずに、当面維持管理し、次期計画期間

での用途廃止候補とする。 

維持管理 
（次期用途廃止候補） 

４ 日野ヶ丘 簡耐 S39～48 H20～H29 228 47 181 停止中 ・市街化調整区域 
・急傾斜地崩壊危険

区域指定に隣接 
 

・一部借

地 
 

・建替え事業中

（住市総） 
・県営住宅との

混合団地であ

り 、 県 営 は

20 年度で建

替事業が完了

・当面、必要に応じてストック再編における移転先として活用をする。 
・可能な部分から借地の返還を進められるように集約化を図る。 
・今後、浴室改修などの必要性も高まっており、累積赤字がかさむこと

となるが、需要と財政状況を鑑みて建て替えを行う。 

需要と財政状況を鑑み

て建て替え 

 日野ヶ丘(A棟) 中耐 H17 H86 53 - 53 停止中    ・耐用年限の到来年度は平成86年で喫緊の修繕計画はないが、起債償還

完了が平成43年まで残っている。 
・当面、必要に応じてストック再編における移転先として活用をする。 
 

維持管理 

５ 上戸田 中耐 S47 H53 30 - 30 募集中 ・第一種住居地域 ・借地  ・耐用年限の１／２を経過しているがまだ耐用年限が到来するまでに30

年以上が残る。 

・旧耐震基準による建物であり、耐震診断のうえ耐震性の確保が必要で

あるが、実施した場合、居住性能は変化せずに、工事に伴う支出がか

さみ、経営面での悪化が予想される。 
・そのため、耐震改修等の大規模な修繕は行わずに、当面維持管理し、

次期計画期間での用途廃止候補とする。 
 

維持管理 
（次期用途廃止候補） 

６ 高嶋 簡二 S52 H33 ６ - ６ 募集中 ・市街化調整区域 
 

  ・耐用年限の１／２を経過しており、耐用年限が到来するまでにあと13年

であることから、大規模な修繕はせずに当面維持管理する。次期計画期

間での用途廃止候補とする。 

維持管理 
（次期用途廃止） 

７ 野村 中耐 S53 H59 18 - 18 募集中 ・第一種中高層住居

専用地域 
  ・耐用年限の１／２を超えておらず、団地経営も安定していることから、

個別改善をして当面維持管理する。 
・旧耐震基準による建物であるが、平成21年度調査により、耐震性が確保

されていることが判明したため、耐震補強工事は不要である。 
 

維持管理 
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№ 団地名 構造 
建設 
年度 

耐用年限到

来年度 
管理 
戸数 

政策空

家・取

壊予定 

実管理 
戸数 

（入居戸数） 

募集状

況 立地条件 敷地状況 その他検討条件 検討の視点 活用 
方針 

8 大野（大野） 簡二 S54 H35 ６ １ ５ 募集中 ・市街化調整区域   ・耐用年限の１／２を経過しており、耐用年限が到来するまでにあと15年

であることから、大規模な修繕はせずに当面維持管理する。次期計画期

間での用途廃止候補とする。 

維持管理 
（次期用途廃止候補） 

9 大野（八日） 中耐 S55 H61 24 - 24 募集中 ・市街化調整区域 ・借地  ・耐用年限の１／２を超えておらず、団地経営も安定していることから、

個別改善をして当面維持管理する。 
・旧耐震基準による建物であり、耐震診断のうえ耐震性の確保が必要で

あるが、実施した場合、居住性能は変化せずに、工事に伴う支出がか

さみ、経営面での悪化が予想される。 
・そのため、耐震改修等の大規模な修繕は行わずに、当面維持管理し、

次期計画期間での用途廃止候補とする。 

維持管理 
（次期用途廃止候補） 
 

10 大野(西林寺) 中耐 H２～４ H71～H73 48 - 48 募集中 ・市街化調整区域   ・築年数も浅く、個別改善をして当面維持管理する。平成29年までは起債

償還が残る。 

維持管理 

11 上野 中耐 S57 H63 18 - 18 募集中 ・市街化調整区域 
・宅地造成工事規制

区域 
・急傾斜地崩壊危険

区域指定に隣接 

  ・耐用年限の１／２を超えておらず、平成19年に起債償還が完了し、団地

経営も安定していることから、個別改善をして当面維持管理する。 

維持管理 

12 殿ヶ丘 中耐 S59 H65 18 - 18 募集中 ・第二種住居地域 
・宅地造成工事規制

区域 
・急傾斜地崩壊危険

区域指定に隣接 

  ・耐用年限の１／２を超えておらず、平成20年に起債償還が完了し、団地

経営も安定していることから、個別改善をして当面維持管理する。 

維持管理 

13 中畑 木造 S63･H元 H29～30 10 - 10 募集中 ・都市計画区域外   ・木造であるが築年数も浅く、個別改善をして当面維持管理する。平成21

年に起債償還が完了する。 

維持管理 

14 下戸田 中耐 H６･９ H75・H78 80 - 80 募集中 ・第二種中高層住

居専用地域 
・借地  ・築年数も浅く、維持保全とする。平成32年までは起債償還が残る。 維持管理 

 
②旧黒田庄町エリアにおける団地別再編方針 
【表―２１】（※管理戸数、空き家戸数等は平成21年4月1日現在） 

№ 団地名 構造 
建設 
年度 

耐用年限到

来年度 
管理 
戸数 

政策空

家・取

壊予定 

実管理 
戸数 

（入居戸数） 

募集状

況 立地条件 敷地状況 その他検討条件 検討の視点 活用 
方針 

15 津万井 木造 S41･42 H７・８ 12 １ 11 停止中 ・都市計画区域外   ・耐用年限を経過している老朽化した木造主体の団地 
・入居者の移転先を確保して順次用途廃止を進める（用途廃止後は払い下

げを検討する）。 

用途廃止 

16 田高 木造 S41･42 H７・８ 13 - 13 募集中 ・都市計画区域外   ・耐用年限を経過している老朽化した木造主体の団地 
・入居者の移転先を確保して順次用途廃止を進める。 

用途廃止 

17 前坂南山 簡二 S55 H36 15 - 15 募集中 ・都市計画区域外   ・耐用年限の１／２を経過しており、耐用年限が到来するまでにあと16年

であることから、大規模な修繕はせずに当面維持管理する。次期計画期

間での用途廃止候補とする。 

維持管理 
（次期用途廃止候補） 

18 黒田 高層 H14 H83 36 - 36 募集中 ・都市計画区域外   ・築年数も浅く、収支も安定しているため、維持保全とする。 維持管理 
19 黒田北 中耐 H11  20 - 20 募集中 ・都市計画区域外   ・築年数も浅く、収支も安定しているため、維持保全とする。 維持管理 
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７ 住宅供給と移転計画の考え方 

 
需要推計とそれに基づく供給目標の考え方、及び各団地のストック再編の方針を踏まえ、次

のような考え方で公営住宅の供給と移転計画について検討した。 

 
【計画条件】 
 

・10年間における発生する空き家を考慮して移転計画対象戸数を算定する。 
・収入超過者、高額所得者は民間住宅への退去を促進し、転出する者として移転計画を検討す

る。 
・供給目標の考え方に基づき、旭ヶ丘、日野ヶ丘、坂本、津万井、田高の５団地における入居

者の移転が成立する移転及び住宅供給の計画とする。 
 
 

①日野ヶ丘団地（３ブロック）における建て替えの推進とストックの活用 

 
・３ブロック居住者の移転（団地内移転＋民間賃貸住宅への仮移転）を促進し、３ブロック

において新規住宅の建設（57戸）を進める。 

・建て替えの推進や他団地からの集約のため、既存の住宅ストックの活用を進める。 

・建て替えや既存ストックの活用を進める中で、入居者の集約化を進め、借地の返還を進め

る。 

 
②旭ヶ丘・坂本・津万井・田高の集約の推進 

 
・日野ヶ丘団地の新規供給住宅（３ブロック）や既存ストックの活用により、今後10年間で

旭ヶ丘・坂本・津万井・田高の入居者を集約し、用途廃止を推進する。 

・津万井団地については、払い下げを進めるが、日野ヶ丘団地への移転も検討する。 

・旭ヶ丘団地については、現地での建て替えは検討しない。地積調査を行い、跡地利用の検

討を行う。移転先は日野ヶ丘団地を検討する。状況を見て中心市街地などにおける借り上

げ公営住宅の可能性も検討する。 

 
 
 
 

 
 

 

借り上げ公営住宅の供給に当たっては、公募における募集条件や借り上げ公営住宅

を建設する者や入居者との契約内容や手法など、検討事項が各種あるため、公募する

事前にこれらの事項について検討する必要がある。 
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【図―３７ 移転計画の考え方イメージ】 

 
※図中の戸数は移転対象戸数（計画期間中の自然減・退去想定戸数は除く） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

日野ヶ丘団地 

移転対象戸数 

( 104 戸) 

旧住棟( 128 戸)

（改修して活用または

  継続居住） 

 

A 棟(53 戸) 

（建替済み住棟）

 

 
 

旭ヶ丘団地 
（82 戸） 

 
田高団地 
(13 戸) 

 
坂本団地 

(６戸) 

中心市街地 
などで検討 

する借り上げ 
公営住宅 
(20 戸) 

 
津万井団地 

(11 戸) 

払い下げ 

状況を見て 
可能性を検討

(20 戸) 

62 戸 19 戸 

Ｂ棟（新規 57戸） 
（建替予定住棟） 
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８ 修繕計画 

 
需要推計とそれに基づく供給目標の考え方及び各団地のストック再編の方針を踏まえ、次の

ような考え方で修繕計画を検討した。 

 
①築年数の古い団地から順番に必要な修繕を計画的に実施する。 

 
・老朽化が進む築年数の古い団地から順番に修繕が実施できるように計画的に修繕を進める。 

 
②大規模な修繕は工事後10年以上維持管理することが想定される団地に対して実

施する。 
 

・次期計画期間において用途廃止が予定される団地など、大規模な修繕工事を施しても、そ

の後短期間しか利用しない可能性のある団地については、大規模な修繕工事は行わず、維

持管理することとする。 

・ただし、緊急修繕や軽微な修繕などは必要に応じて実施することとする。 

 
【次期計画期間に用途廃止するなどのため大規模修繕を行わない団地】 

○向ヶ丘（S34 中耐）  ○高嶋（S52 簡耐）  ○大野（大野）（S54 簡耐） 
○前坂南山（S55 簡耐） 

 
③旧耐震の団地については、次期計画期間で集約するため、当面は適切に維持管

理をする。 
 

・用途廃止候補以外で昭和56年以前に建設された団地については、耐震診断をした上で耐震

性を確保する必要があるが、改修によって安全性は高まるが居住性能は変化せず、経営面

の悪化が予想されるため、これらの団地については、次期計画期間で用途廃止などを行い、

集約する方針とし、耐震診断や耐震改修は行わずに、当面、適切に維持管理をすることと

する。（野村団地については、平成21年度調査により耐震性が確保されていることが判明

したため、耐震改修工事は行わない。） 
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【表―２２ 修繕計画一覧表】 
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９ 管理計画 

 
（１）公営住宅管理における必要な改善点 

 
西脇市の市営住宅の募集ルールは先着順の方式をとっており、現状として入居待ちの順番

が並び、緊急性の高い住宅困窮者への対応ができていない課題がある。 

限られた公営住宅ストックをより有効に活用し、住宅セーフティネット機能の充実を図る

ために、下記のような入居ルールの改訂を検討することとする。 

 
①抽選及び・住宅困窮度ポイント制の導入 
・真に公営住宅への入居が必要な世帯が、入居の機会を得やすいように、抽選及び住宅困窮

度ポイント制による入居ルールへの変更を検討する。 

 
②子育て層への優先入居 
・子育て層などに対する期限付き優先入居制度の導入を検討する（規模の大きな間取りの住

宅などを対象として想定する）。 

 
③入居資格の承継の厳格化 
・入居承継によって長年にわたって同一親族が居住し続けることにより、入居者と非入居者

間の公平性が損なわれないように、国においても、平成17年末に承継の範囲を「原則とし

て配偶者及び高齢者，障害者等で特に居住の安定を図る必要がある者」とする旨の指針が

示されている。 

・これを踏まえ、入居承継を原則として配偶者に限定するなど、入居機会の公平化を図るよ

う、入居資格の継承を厳格化する制度を検討する。 

 

④民間住宅も含めたセーフティネットの構築の方向性 
・平成21年度から公営住宅の収入基準の見直しが行われ、高額所得者と認定される基準が引

き下げられたため、高額所得者として近傍同種家賃が課せられる入居者が増え、自主的に

退去する者が増加することが見込まれる。これらの公営住宅から退去した市民が適切に住

宅を確保できるように、宅地建物取引業者と連携して、民間賃貸住宅を斡旋するよう努め

る。 

・宅地建物取引業者との協定などにより、り災者 

等の緊急的に住宅に困窮する者に対する賃貸住 

宅の斡旋を要望した上で、一定期間の家賃補助 

などを行う制度を検討する。 

・空き家が不足するなどして公営住宅による対応 

が難しい場合の補完的機能として、住宅が必要 

な世帯に民間賃貸住宅を斡旋できるようなシス 

テムの構築を図る。併せて、民間賃貸住宅にお 

ける入居差別が発生しないように、賃貸住宅オ 

家賃債務保証制度利用手続きの流れ 
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ーナーへの啓発を行う。 

・また、高齢者であることを理由に入居を拒まない「高齢者円滑入居賃貸住宅」の登録促進

や、高齢者世帯、障害者世帯、外国人世帯、子育て世帯（小さな子どもがいる世帯又は一

人親世帯）の入居を受け入れる民間賃貸住宅として兵庫県へ登録する「あんしん賃貸住

宅」の促進、高齢者住宅財団が行っている家賃債務保証制度の利用促進を図り、社会全体

で住宅のセーフティネット機能を向上させることとする。 

 
 
（２）公営住宅の管理制度の見直しに向けた取組と留意点 
 

①（仮称）西脇市住宅セーフティネット推進委員会の設置 
 

・これらの、公営住宅の管理制度を見直すに当たって、市民全体の資産である公営住宅の

利用についての抜本的な改正となるため、民間も含めた「（仮称）西脇市住宅セーフテ

ィネット推進委員会」を設けて議論をし、その方向性と具体的な制度の立案を行う。 
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（参考：より公営住宅を必要とする市民に的確に公営住宅が供給できるための仕組みの検討） 
 

【基本的な考え方】 

・特に優先的に市営住宅に入居させるべき「特に社会的・経済的理由による住宅困窮度の高い

世帯」等の入居優先度を高めるため、当選倍率の優遇を図る措置をとる。（公募による場

合） 

 

【特に困窮度の高い世帯の考え方（案）】 

・民間賃貸住宅への入居を拒否されやすい高齢者、障害者、母子世帯、ＤＶ被害者などが、安

定して住宅を確保することができるよう、公営住宅への入居が優遇されるよう努める。 

・また、経済的に住宅に困窮する者の内、子育て支援の主旨を考慮して、多子世帯についても、

公営住宅への入居が優遇されるよう努める。 

・また、その他、民間賃貸住宅への入居を拒否されやすい世帯についても、公営住宅への入居

が優遇されるよう努める。 

・さらに、現に住宅困窮度の高い世帯を優遇することが、入居に対する不公平感を提言するこ

ととなるため、応募時に居住する住宅の一人当たり居住面積が狭い世帯、家賃負担率が特に

高い世帯についても、公営住宅への入居が優遇されるよう努める。 

 

【当選倍率優遇の方法について】 

・下記のような、住宅困窮度ポイント制や倍率優遇方式など、真に住宅に困窮する世帯に対し

て当選倍率を優遇する方法の導入を検討する。 

 

①住宅困窮度ポイント制 

・困窮度の項目によって評点を加点して、その合計に応じて倍率の優遇を図る「住宅困窮

度ポイント制」の導入 

 

評点設定（例） 
高齢者世帯等 20点：70歳以上の単身世帯・いずれか一方が70歳以上の夫婦世帯 など 

10点：65歳以上の単身世帯・いずれか一方が65歳以上の夫婦世帯 など 

障害者世帯等 40点：視覚障害（１・２級）、精神障害（１級）、知的障害（重度）など 

70歳以上の単身世帯・いずれか一方が70歳以上の夫婦世帯 など 

母子世帯等 40点：末子年齢６歳未満の児童を扶養している母子世帯 

20点：末子年齢６歳以上の児童を扶養している母子世帯 

多子世帯 20点：18歳未満の児童を４人以上扶養している世帯 

10点：18歳未満の児童を３人以上扶養している世帯 

ＤＶ被害者 40点： 

①配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律(ＤＶ法）に基づ

き、保護命令中の配偶者から暴力を受けた被害者 

②婦人相談所において、配偶者からの暴力を理由として一時保護をした又は

している者、配偶者からの暴力を入所理由とした婦人保護施設及び母子生

活支援施設の退所者及び入所者 

住宅困窮度の高い世帯 20点：家賃負担率：50％以上、一人あたり居室面積３畳未満 

 

②倍率優遇方式 

・高齢者世帯や障害者世帯など困窮度の高い世帯や、多子世帯等に対して、抽選における

当選率を一般の入居申込者より有利に取り扱う方式の導入

【表－２３ 住宅困窮度評点の設定例】 
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第１１章 計画の実現に向けて 

 
本計画の目標を実現していくためには、計画の策定主体である市だけでなく、住宅の所有者で

ある市民、住まいづくりに携わる事業者等の連携と協力が不可欠であり、本計画の目標を共有し、

それぞれの役割分担のもと、相互に協力・連携しながら計画を推進していくことが必要である。 

 

① 市民の役割 

・市民は、良好な住宅・住環境の中で居住する権利を有しており、自らの生活に適した住宅の

質や性能の確保に努めるとともに、その一方で、住宅が社会的資本であるとの認識に立ち、

自らが使用・所有する住宅を適切に維持管理をすることを通じて、良好な住環境や景観を形

成したり、地球環境保全や地域活性化に寄与していくことが求められる。 

 

② 事業者の役割 

・住宅関連事業者は、市場においてほとんどの住宅の供給に携わり、主要な役割を担うことか

ら、住宅が個人の生活や地域の住環境形成の上で大きな役割を担っていることを認識し、本

計画の理念を共有して、将来の良好な住宅ストック・住環境の形成につながるような良質な

住まいづくり・まちづくりに努めていくことが求められる。 

・特に、建築士や大工・工務店など地域に根ざした活動を展開しているものについては、住ま

い手の多様なニーズにきめ細かく対応して住宅の供給を進めるとともに、その住宅の維持管

理に対してもサポートする役割が求められる。また、地域の歴史や風土に培われた建設技術

や住文化の継承をすることも、地域に密着した事業者の役割として求められる。 

 

③ 行政(市)の役割 

・市は、本計画を着実に推進していくため、本計画に基づき可能な限りの市民・事業者が進め

る住まいづくりの取組、活動に対する支援を行っていく。 

・また、住宅困窮者の居住の安定を確保する取組など、市場原理に委ねるだけでは対応できな

い部分を補完し、事業者とも連携しながら住宅のセーフティネットを構築する役割を担う。 

 

④ 庁内の推進体制の整備 

・これからの住宅政策の推進に当たっては、民間（市民・事業者等）との連携が不可欠であり、

庁内も幅広い施策を連携させるためには、横断的な推進体制を整備する必要がある。 

・特に従来のような新規供給を中心としたハード面での整備だけでなく、高齢者等の住宅確保

や市民が安心・安全に暮らせる住生活を支えるためのソフト面での取組も連携させて、全庁

的に進めていく必要がある。 
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・このため、施策の展開に当たっては、都市計画、福祉、商工、環境、防災、まちづくり関係

等の関連分野との連携を一層強化し、必要に応じて関係部署による協議の場を設けるなどし

て、総合的な施策展開ができるような庁内体制の整備を行っていく。 

 

⑤ 効率的・効果的な施策の推進 

・本計画の施策を推進していくためには、限られた予算の中で効率よく展開していくことが重

要である。そのためには、国や県の関連施策の動向を注視しながら、積極的に活用していき、

他の施策との連携などによる効果の可能性を検討し、費用対効果を十分に見極め、効率的・

効果的に施策を行っていく。 
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参考資料１ 

住生活基本計画策定委員会開催経過 
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住生活基本計画策定委員会開催経過 
 

回数 日時・場所 内容 

第１回 平成20年２月22日13時30分から 

マナビータ・プラザ２Ｆ会議室２ 
・住生活基本計画について 

・住生活基本計画の策定の進め方について 

・西脇市の住宅を取り巻く現況について 

・住宅に関する西脇市民の意識（アンケート調

査結果の説明（速報値）） 

・西脇市住生活基本計画に関する意見交換 

 

第２回 平成20年５月30日14時00分から 

マナビータ・プラザ２Ｆ会議室２ 

・住生活基本計画策定委員会の進め方 

・第２回住生活基本計画策定委員会のテーマ 

・テーマ別の他都市施策事例 

 

第３回 平成20年７月17日10時00分から 

市役所２階第１会議室  

・西脇市住生活基本計画の基本理念・基本目

標・施策展開に関する検討 

・西脇市住生活基本計画の施策展開の検討 

 

第４回 平成21年12月11日14時30分から 

マナビータ・プラザ２Ｆ会議室２ 

・西脇市住生活基本計画(案)に関する検討 

 

 

 

第５回 平成22年２月10日13時30分から 

マナビータ・プラザ２Ｆ会議室２ 

・パブリックコメントへの対応についての確認

・西脇市住生活基本計画の承認 

・西脇市住生活基本計画の推進について 
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参考資料２ 

住生活基本計画策定委員会開催要領 
住生活基本計画策定委員会委員名簿
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   西脇市住生活基本計画策定委員会開催要領 
 
１ 趣旨 

 本市民の住まいづくりを総合的に推進する指針策定の検討を行う西脇市住生活基本計画策定

委員会（以下「委員会」という。）に関し、必要な事項を定める。 
２ 所掌事項 

委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 
   安全・安心な住まいづくりに関すること。 
   環境にやさしく、快適な住まいづくりに関すること。 
   多様な住宅困窮者の居住水準の向上と居住安定に関すること。 
   地域特性を踏まえた、地方定住促進に関すること。 
   民間住宅市場の活性化に関すること。 
   公営住宅ストックの総合的な活用に関すること。 

  その他委員会が必要と認めること。 
３ 組織 

委員会は、次に掲げる委員15名以内をもって組織する。 
  学識経験者 
  市民を代表する者 
  不動産業界を代表する者 
  行政指導関係者 
  その他市長が必要と認める者 

４ 委員長及び副委員長 
  委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
  委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 
  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代

理する。 
５ 会議 

  委員会は、委員長が招集する。 
  委員会は、委員長が必要と認めるときは、委員以外の出席を求め、又は他の方法で意見及

び説明を聴くことができる。 
６ 部会 

  委員会に関係機関との調整及び専門的事項を調査、研究するため、ワーキング部会（以下

「部会」という。）を置くことができる。 
  部会員は、数名をもって委員長が選任する。 
  部会に部会長を置き、部会長は委員長の指名による。 
  部会は、部会長が招集する。 
  部会において調査研究した結果は、委員会に報告しなければならない。 
  委員長は、随時部会に出席できるものとする。 



西脇市住生活基本計画 

 69

７ 庶務 
委員会の庶務は、建設経済部において処理する。 

８ その他 
 この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

 
   附 則 
 この要領は、平成19年12月３日から実施する。 
 
 
 
 
 



西脇市住生活基本計画 
 

 70

兵庫教育大学大学院　教授 吉　本　剛　典

明石工業高等専門学校 建築学科教授 大　塚　毅　彦

西脇市連合区長会長 竹　内　泰　彦

西脇市消費者協会会長 遠　藤　敏　子

西脇商工会議所女性会会長 富　永　清　子 （商工）

西脇青年会議所理事(加杉野委員長） 岡　本　一　馬 （商工）

西脇市老人クラブ連合会副会長 田　中　　　悳 （福祉）　第1回委員会参加

西脇市老人クラブ連合会会長 金　田　耕　治 （福祉）　第2回以降委員会参加

ボランティアグループひまわり代表 長谷川 幸 子 （福祉）

子育て支援ボランティアサークル代表 長谷川 ミ　カ （福祉）

世代間交流サークル代表 古 田　美枝子 （福祉）

兵庫県宅地建物取引業協会北播磨支部(西
脇地区代表）

内　藤　義　明

兵庫県県土整備部住宅建築局住宅計画課長 武 井　佐代里 第１回委員会参加

生　島　一　明 第２、３回委員会参加

志　方　敬　育 第４回以降委員会参加

兵庫県北播磨県民局県土整備部まちづくり担
当参事

川　口　道　男 第１、２、３回委員会参加

兵庫県北播磨県民局加東土木事務所まちづ
くり参事

池　田　　　繁 第４回以降委員会参加

兵庫県県土整備部住宅建築局住宅政策課長

学識経験者

市 民 代 表

業 界 代 表

行 政 関 係

西脇市住生活基本計画策定委員会委員名簿

役　職　名　等 氏　　　名 備　　　考所　　属
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参考資料３ 用語集 
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■用語集 

 
●借上げ公営住宅 

民間事業者が建てた建物（住棟）の住宅部分を、行政が公営住宅として借上げるもの。借上

げ期間は20年が基本である。建物の建設には補助が受けられる（共用部分および共同施設整備

費、高齢者対応設備費が対象それぞれの２／３以内）。また、建物は公営住宅整備基準を遵守

した整備とする必要がある。 
 
●簡易耐震診断推進事業 

住民の住宅耐震対策を支援するために、耐震診断を希望する住宅所有者の求めに応じて、西

脇市が「簡易耐震診断員」を派遣して調査・診断を行い、その結果を住宅所有者に報告する事

業。対象となる住宅は、昭和56年５月以前に着工したもので、診断手数料は１棟あたり 3,000

円（木造戸建て住宅の場合）である。 

 

●クラインガルテン 
ドイツ語で「小さな庭」の意。簡易宿泊施設のある

滞在型市民農園のことで、１区画ごとに休憩や簡易宿

泊が可能な小屋（ラウベ）が設けられる。ドイツで19

世紀前半に実施された失業救済事業の貸し農園が原型

とされ、以後、都市住民の健康維持やレクリエーショ

ン、都市の緑化などを目的に普及・発展した。日本で

は1990年代初めから全国各地に誕生し、徐々に普及し

てきている。 
 
●最低居住水準・誘導居住水準 

居住水準とは、国民が安定したゆとりある住生活を営むことができるよう、住宅建設五箇年

計画で定めている目標をいい、第八期（平成13年度～平成17年度）の計画では、次の水準が設

定されている。 
■最低居住水準 

健康で文化的な住生活の基礎としての必要不可欠な水準 
■誘導居住水準 

平成27年度を目途に全国で３分の２の世帯が、また、すべての都市圏から平成22年度を

目途に半数の世帯が確保できるようにする水準で、次の２区分から成る。 
（都市居住型） 
都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定したもの 

（一般型） 
都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定したもの 

 

フロイデン八千代（多可町） 
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●多自然居住、二地域居住 
多自然居住とは、多自然地域（自然豊かな農村漁村など）で、自然に親しみ、自然に学び、

その地域社会への貢献も図りながら、自然と共生する、ゆとりある新たなライフスタイルの創

造を目指すものである。具体的には、新・田舎暮らしともいうべきもので、自然あふれる地域

での週末や余暇での『一時滞在』から『半定住』『定住』など多様なスタイルをイメージして

いる。（兵庫県 多自然居住支援サイトより） 
二地域居住も、ほぼ同義語であるが、近年国の施策などにおいては、二地域居住の後が用い

られることが多い。都市住民が、本人や家族のニーズ等に応じて、多様なライフスタイルを実

現するための手段の一つとして、農山漁村等の同一地域において、中長期、定期的・反復的に

滞在すること等により、当該地域社会と一定の関係を持ちつつ、都市の住居に加えた生活拠点

を持つこととされている。 
 
●地区計画 

都市計画法に定められた都市計画の種類の一つで、住民の生活に身近な地区を単位として、

道路、公園などの施設の配置や建築物の建て方などについて、地区の特性に応じてきめ細かな

ルールを定めるまちづくりの計画です。 
 

●わが家の耐震改修促進事業 
住宅の耐震改修の計画づくりと耐震改修工事を、これから実施される方に対して、その費用

の一部を兵庫県が補助する事業 

 
（１）住宅耐震改修計画策定費補助 

・対象となる住宅 

昭和56年５月31日以前に着工した住宅で、耐震診断（建築士等による耐震診断）の結

果が、「耐震性が劣る」と認められたもの 

・対象者 
兵庫県住宅再建共済制度（フェニックス共済）に加入している者又は加入する者（平

成19年度より新たに追加された。） 
・補助対象となる費用 

耐震診断と耐震改修計画策定費（工事費見積もりを含む）に要する費用 

・補助金額 
補助対象となる費用の２／３以内（戸建住宅は20万円、共同住宅は１戸当たり12万円

を限度） 
 
（２）住宅耐震改修工事費補助 

・対象者 
所得が12,000千円以下の県民 
兵庫県住宅再建共済制度（フェニックス共済）に加入している者又は加入する者（平

成19年度より新たに追加された。） 
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・対象となる工事 
耐震性向上のために行う、基礎、柱、はり、耐力壁及び筋かいの補強等の工事（ただ

し、耐震改修後の耐震診断結果が、「安全」となるものに限ります。） 
・補助金額 

補助対象となる費用の１／４以内（戸建住宅は60万円、共同住宅は１戸当たり20万円

を限度） 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

西脇市建設経済部都市住宅課 

〒677-8511 兵庫県西脇市郷瀬町 605 番地

TEL.0795-22-3111（代）

FAX.0795-22-6283 




